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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 社会福祉事業功労者に対する厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 社会福祉活動に顕著な功績がある者を選考するため 

根拠法令等 社会福祉事業功労者厚生労働大臣表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課、各地方局地域福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県社会福祉大会知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 社会福祉活動に顕著な功績がある者を選考（表彰）するため 

根拠法令等 愛媛県社会福祉大会知事表彰要綱及び同実施要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（      ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 公衆衛生事業功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 公衆衛生活動に顕著な功績がある者を選考するため 

根拠法令等 公衆衛生事業功労者厚生労働大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（      ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 （財）日本公衆衛生協会長表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 公衆衛生活動に顕著な功績がある者を選考（表彰）するため 

根拠法令等 公衆衛生事業功労者の表彰要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 南海放送賞事務 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉及び保健衛生活動に顕著な功績がある者を選考する

ため 

根拠法令等 南海放送賞規定（南海放送賞受賞候補者推薦要領） 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 読売医療功労賞事務 

個人情報取扱事務の目的 保健衛生活動に顕著な功績がある者を選考するため 

根拠法令等 医療功労賞募集要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 保健文化賞事務 

個人情報取扱事務の目的 保健衛生活動に顕著な功績がある者を選考するため 

根拠法令等 保健文化賞募集要項 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 小島三郎記念技術（特別：福見秀雄）賞事務 

個人情報取扱事務の目的 保健衛生活動に顕著な功績がある者を選考するため 

根拠法令等 小島三郎記念技術（特別：福見秀雄）賞審査規定 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 関奉仕財団「教育文化・福祉奨励賞」事務 

個人情報取扱事務の目的 
教育文化・福祉の分野で地道な活動を続け、地域に貢献して

いる者・団体を選考するため 

根拠法令等 関奉仕財団「教育文化・福祉奨励賞」表彰要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（表彰実施主体） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



10 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県保健所運営協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 保健所運営協議会委員の委嘱を行うため。 

根拠法令等 愛媛県保健所運営協議会条例 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ）  

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



11 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日    令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
厚生労働省厚生労働統計功労者功績表彰及び厚生労働省政策

統括官表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
厚生労働省所管の厚生統計調査の発展のために尽力し、その

業績が顕著である者を表彰するため 

根拠法令等 厚生労働統計功労者功績表彰要領（S44.8.7） 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 社会生活欄の変更（学業・学歴→職業・職歴） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 生活安定資金償還事務 

個人情報取扱事務の目的 生活安定資金貸付者の償還状況を管理する。 

根拠法令等 
愛媛県生活安定福祉基金条例 

愛媛県生活安定福祉貸付規則 

個人情報の対象者の範囲 生活安定資金貸付者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日    令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
民生委員委嘱・解嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
民生委員の委嘱推薦、解嘱具申を行う 

 

根拠法令等 
民生委員法第５条及び第１１条 

 

個人情報の対象者の範囲 
民生委員委嘱・解嘱者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（辞任

届） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日    令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
民生・児童委員に対する厚生労働大臣感謝状授与事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

社会福祉の増進に貢献した民生委員・児童委員に対し、その

職を退くに際してその労苦をねぎらい感謝の意をあらわすた

めに厚生労働大臣感謝状を授与する。 

根拠法令等 
民生委員・児童委員に対する感謝状授与要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日    令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
民生・児童委員に対する厚生労働大臣特別表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
厚生労働大臣特別表彰候補者の選考資料とする。 

 

根拠法令等 
民生委員・児童委員に対する厚生労働大臣特別表彰実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績概

要） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 ボランティア功労者に対する厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 厚生労働大臣表彰候補者の選考資料とする 

根拠法令等 
ボランティア功労者に対する厚生労働大臣表彰及び感謝状贈

呈要綱 

個人情報の対象者の範囲 基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（功績概

要） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 日常生活自立支援事業費補助金事務 

個人情報取扱事務の目的 

補助金交付の対象となる県社協職員、委託先社協の職員、契

約締結審査会委員、及び関係機関連絡会議委員の状況を確認

する 

根拠法令等 社会福祉法、愛媛県日常生活自立支援事業費補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
県社協職員、委託先社協職員、契約締結審査会委員、関係機

関連絡会議委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

根拠法令名称変更 

 旧：地域福祉推進事業実施要綱 

 新：セーフティネット支援対策等事業実施要綱 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 福祉サービス苦情解決事業費補助金交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
補助金交付の対象となる県社協職員、選考委員会委員、運営

監視合議体委員、及び苦情解決合議体委員の状況を確認する 

根拠法令等 

社会福祉法第８３条、運営適正化委員会における福祉サービ

スに関する苦情解決事業について（国通知）、生活困窮者就

労準備支援事業費等補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
県社協職員、選考委員会委員、運営監視合議体委員、苦情解

決合議体委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

根拠法令名称変更 

 旧：在宅福祉事業費補助金（地域福祉推進費）交付要綱 

 新：セーフティネット支援対策等事業実施要綱 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
県福祉人材センター運営に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県福祉人材センター運営員会委員の確認のため、求人・求職

登録、福祉就職セミナー参加者用プロフィールカード 

根拠法令等 
社会福祉法第９３条等 

 

個人情報の対象者の範囲 
県社協職員、委託先社協職員、契約締結審査会委員、関係機

関連絡会議委員、運営委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 愛媛県福祉人材センター運営事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 運営委員会委員への謝金支払いにあたり、個人番号使用 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
福祉・介護人材確保対策事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
潜在的介護福祉士の有効活用や定年退職者などの介護分野へ

の促進介護職員のキャリアアップのための研修 等 

根拠法令等 
医療介護総合確保促進法 

 

個人情報の対象者の範囲 
講師、潜在的有資格者、介護福祉士、等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 福祉・介護人材確保対策事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県介護福祉士等修学資金貸付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
将来県内で介護福祉士又は社会福祉士として業務に従事しよ

うとする者に対し、修学に必要な資金を貸与するため 

根拠法令等 
愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条例、条例施行規則 

（H25.3.18廃止 ただし、一部は有効） 

個人情報の対象者の範囲 
貸与決定者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（在学する学校） 

外部委託の有無 □有（委託内容             ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県総合社会福祉会館管理運営事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
総合社会福祉会館利用許可申請書の取扱事務のため 

介護実習・普及センター運営委員会委員の確認のため 

根拠法令等 
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

 

個人情報の対象者の範囲 
総合社会福祉会館利用許可申請者 

介護実習・普及センター運営委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 総合社会福祉会館管理運営）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
指定管理者候補選定審査会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
指定管理者候補選定審査会委員の確認のため 

 

根拠法令等 
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

 

個人情報の対象者の範囲 
指定管理者候補選定審査会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
外国人介護人材受入支援事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
外国人介護人材の受入状況や補助金交付の対象となる外国人

介護福祉士等の状況を確認する 

根拠法令等 
医療介護総合確保促進法 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

個人情報の対象者の範囲 
外国人介護人材（外国人介護福祉士候補者、外国人留学生介

護福祉士候補者等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



25 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県社会福祉審議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県社会福祉審議会委員の委嘱を行うとともに、県が行う

「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施す

るため。 

根拠法令等 社会福祉法第７条 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



26 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 
各保健所､衛生環境研究所､心と体の健康センター 

食肉衛生検査センター､動物愛護センター等 

個人情報取扱事務の名称 臨地実習関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
医師他医療保健関係養成施設に在籍する学生を対象とする臨

地実習 

根拠法令等 愛媛県保健所等における臨地実習実施要領 

個人情報の対象者の範囲 実習生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（実習記

録､感想）   

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



27 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医師臨床研修関係事務 

個人情報取扱事務の目的 研修医を対象とする医師臨床研修 

根拠法令等 愛媛県保健所における医師臨床研修実施要領 

個人情報の対象者の範囲 研修医 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



28 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局・支局 地域福祉課・福祉室 

個人情報取扱事務の名称 生活保護事務 

個人情報取扱事務の目的 生活保護法の施行（保護の決定、変更、停廃止等） 

根拠法令等 生活保護法 

個人情報の対象者の範囲 申請者、保護受給者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 生活保護システム情報ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



29 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 行旅病人、行旅死亡人取扱費用弁償事務 

個人情報取扱事務の目的 行旅死亡人に関し市町が行った広告の費用を弁償する 

根拠法令等 行旅病人及行旅死亡人取扱法第９条、第 10条 

個人情報の対象者の範囲 行旅死亡人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ）  

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



30 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局・支局 地域福祉課・福祉室 

個人情報取扱事務の名称 中国残留邦人等に対する支援給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の施行（支援給付の決定、変更、停廃止

等） 

根拠法令等 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 申請者、支援給付受給者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ）   

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



31 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、各地方局・支局 地域福祉課・福祉室 

個人情報取扱事務の名称 生活困窮者自立支援法施行に係る事務 

個人情報取扱事務の目的 
生活困窮者自立支援法の施行（生活困窮者に対する相談、支

援等） 

根拠法令等 生活困窮者自立支援法 

個人情報の対象者の範囲 申請者、生活困窮者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 

☑有（委託内容 社会福祉協議会等による必須事業（自立相

談支援事業）及び任意事業（就労準備支援事業等）の実

施 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



32 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 社会福祉法人指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 社会福祉法人の指導監査・現況報告 

根拠法令等 社会福祉法第56条・第59条 

個人情報の対象者の範囲 社会福祉法人の理事、監事、評議員、職員（本部）等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



33 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 社会福祉連携推進法人指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 社会福祉連携推進法人の指導監査・現況報告 

根拠法令等 社会福祉法第144条 

個人情報の対象者の範囲 社会福祉連携推進法人の理事、監事、構成員、職員等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



34 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 生活保護施設指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 生活保護施設の指導監査 

根拠法令等 生活保護法第44条 

個人情報の対象者の範囲 施設職員及び利用者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



35 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設（幼保連携型認定こども園含む）の指導監査 

根拠法令等 
児童福祉法第46条、就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律第19条 

個人情報の対象者の範囲 施設職員及び利用者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



36 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 障害福祉施設指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 障害福祉施設（障害児施設含む）の指導監査 

根拠法令等 社会福祉法第70条、児童福祉法第46条 

個人情報の対象者の範囲 施設職員及び利用者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



37 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課、地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 老人福祉施設指導監査事務 

個人情報取扱事務の目的 老人福祉施設の指導監査 

根拠法令等 
社会福祉法第70条、老人福祉法第18条、介護保険法第24条・

第90条 

個人情報の対象者の範囲 施設職員及び利用者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



38 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉課 

保 有 保健福祉課 

個人情報取扱事務の名称 福祉サービス第三者評価事業事務 

個人情報取扱事務の目的 

 

 

 

社会福祉施設の福祉サービスの質を、公正・中立な第三者機

関が専門的かつ客観的な立場から評価する第三者評価事業

を、円滑かつ効果的に推進するとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県福祉サービス第三者評価事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
福祉サービス第三者評価事業推進委員会委員、評価調査者、

評価調査者養成研修の受講者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（評価調

査者養成研修の結果） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 評価調査者養成研修の実施    ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



39 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 病院開設許可等事務 

個人情報取扱事務の目的 各医療機関の法定医療従事者数の充足状況を審査するため。 

根拠法令等 医療法 

個人情報の対象者の範囲 申請者、申請医療機関の従事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



40 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 死体解剖資格認定申請事務 

個人情報取扱事務の目的 死体解剖資格認定証明書の交付を行うため。 

根拠法令等 死体解剖保存法 

個人情報の対象者の範囲 申請書、解剖経験証明書 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許番号・印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴、資格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 衛生検査所登録事務 

個人情報取扱事務の目的 
検査業務の処理を行う者及び精度管理を行う者について相当

の知識及び経験を有しているか審査するため。 

根拠法令等 臨床検査技師等に関する法律施行規則 

個人情報の対象者の範囲 申請書、検査業務の管理者、精度管理を行う者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 衛生検査所精度管理専門委員会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

衛生検査所における検査精度の向上を図るとともに、県が行

う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施

するため。 

根拠法令等 臨床検査技師等に関する法律、衛生検査所指導要領 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 診療放射線業務功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
診療放射線業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 診療放射線業務功労者厚生労働大臣表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 

診療放射線技師関係団体の役員を１０年以上、又は、診療放

射線業務従事年数が 20年以上で、業務の発展向上に顕著な功

績がある者 

（年齢が５０歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 臨床衛生検査業務功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
臨床衛生検査業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰する

ため。 

根拠法令等 臨床衛生検査業務功労者厚生労働大臣表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 

臨床・衛生検査技師関係団体の役員を 10 年以上、又は、臨

床・衛生検査業務従事年数が 20年以上で、業務の発展向上に

顕著な功績がある者（年齢が 50歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県臨床衛生検査業務功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
臨床衛生検査業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰する

ため。 

根拠法令等 
愛媛県臨床衛生検査技師会法人化 10周年検査業務功労者知事

表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 

臨床・衛生検査技師として 15年以上業務に従事し、県臨床・

衛生検査技師会の役員として 8 年以上勤務した者（50 歳以上

の者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 歯科技工業務功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
歯科技工業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 歯科技工業務功労者厚生労働大臣表彰候補者推薦基準 

個人情報の対象者の範囲 
歯科技工業務に 10年以上従事し、歯科技工業務に顕著な功績

がある者（55歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



47 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 歯科技工業務功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
歯科技工業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 歯科技工業務功労者知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 
歯科技工業務に 20 年以上従事し、技工士会役員として 10 年

以上務め、歯科技工業務に顕著な功績がある者（50歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



48 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 歯科保健業務功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
歯科保健業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 
歯科保健事業功労者表彰実施要綱 

歯科保健事業功労者厚生労働大臣表彰選考基準 

個人情報の対象者の範囲 歯科保健事業に 20年以上従事し、功績が顕著な団体及び個人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



49 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 歯科保健功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
歯科保健業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 愛媛県歯科保健功労者知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 

歯科医師・歯科衛生士、歯科技工士、保健婦、その他保健活

動に従事する者（歯科保健活動が概ね 10 年以上のものとす

る。ただし、個人にあっては表彰日現在満 40歳以上の者とす

る。） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



50 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 診療放射線業務功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 診療放射線に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため。 

根拠法令等 診療放射線業務功労者知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 

診療放射線技師関係団体の役員を 8 年以上、又は、診療放射

線業務従事年数が 20年以上で、業務の発展向上に顕著な功績

がある者（年齢が 50歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



51 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう業務功労者知事

表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう業務に関する功績が極

めて顕著な者を表彰するため。 

根拠法令等 
愛媛県あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう業務功労者知事

表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 
あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう業務に 20 年以上従事

し、功績が顕著な団体及び個人（年齢 50歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



52 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 移植医療対策推進功労者厚生労働大臣感謝状事務 

個人情報取扱事務の目的 
移植医療対策の推進に極めて顕著な功績があった者に感謝状

を贈呈するため。 

根拠法令等 
移植医療対策推進功労者に対する厚生労働大臣感謝状贈呈要

綱 

個人情報の対象者の範囲 
移植医療対策に従事し、功績が顕著な団体（10 年以上）及び

個人（年齢 50歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



53 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 診療エツクス線技師名簿作成事務 

個人情報取扱事務の目的 
診療エツクス線技師法（旧法）に基づき、名簿の訂正等の事

務を行う。 

根拠法令等 診療エツクス線技師法 

個人情報の対象者の範囲 資格者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



54 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者免許事務 

個人情報取扱事務の目的 医療従事者の免許の交付等を行うため。 

根拠法令等 

医師法、歯科医師法、臨床検査技師等に関する法律、診療放

射線技師法、理学療法士及び作業療法士法、視能訓練士法、

言語聴覚士法、歯科技工士法 

個人情報の対象者の範囲 申請書、診断書を作成した医師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許番号・死亡年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



55 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者行政処分事務 

個人情報取扱事務の目的 行政処分決定のために必要な事実確認のため。 

根拠法令等 

医師法、歯科医師法、臨床検査技師等に関する法律、診療放

射線技師法、理学療法士及び作業療法士法、視能訓練士法、

言語聴覚士法、歯科技工士法 

個人情報の対象者の範囲 免許の欠格事由に該当する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（免許番号）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



56 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
医療法人認可・届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
医療法人の設立、運営、解散等に関し、指導及び監督を行う

ため。 

根拠法令等 
医療法 

 

個人情報の対象者の範囲 
医療法人の社員及び役員、医療法人設立代表者、医療従事者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



57 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 医療審議会設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
医療の重要事項等を審議するとともに、県が行う「審議会等

の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
医療法第72条 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



58 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、企画振興部スマート行政推進課、各

保健所 

個人情報取扱事務の名称 准看護師試験事務 

個人情報取扱事務の目的 准看護師試験実施にともなう事務を行う。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法第 18条 

個人情報の対象者の範囲 准看護師試験受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（パンチ委託、准看護師指定試験機関への一部委託、管理シス

テムの保守管理委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名：准看護師試験・免許管理ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



59 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者（保健師、助産師、看護師）免許事務 

個人情報取扱事務の目的 医療従事者免許は法律に基づくものであるため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法第 7条 

個人情報の対象者の範囲 申請書、診断書を作成した医師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許番号・死亡年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



60 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者（保健婦、看護婦）免状事務 

個人情報取扱事務の目的 医療従事者免状事務は法令に基づくものであるため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法施行令第 6条、第 7条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



61 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 助産婦名簿謄本交付事務 

個人情報取扱事務の目的 助産婦名簿謄本交付は法令に基づくものであるため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法施行令第 10条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



62 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 
医療対策課、各保健所、企画振興部スマート行政

推進課 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者（准看護師）免許事務 

個人情報取扱事務の目的 医療従事者免許は法律に基づくものであるため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法施行令第 8条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（管理システムの保守管理委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（准看護師試験・免許管理ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



63 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、関係保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者（看護職員）行政処分事務 

個人情報取扱事務の目的 
医療従事者（看護職員）の行政処分は法律に基づくものであ

るため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法施行令第 14条 

個人情報の対象者の範囲 行政処分対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（   ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（    ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



64 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、関係保健所 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県看護職員修学資金貸与事務 

個人情報取扱事務の目的 看護職員修学資金貸与事務は条例に基づくものであるため。 

根拠法令等 愛媛県看護職員修学資金貸与条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県看護職員修学資金申請者及び被貸与者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



65 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 受胎調節実地指導員指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
受胎調整実地指導員指定事務は法律に基づくものであるた

め。 

根拠法令等 母体保護法第 15条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



66 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県立公衆衛生専門学校在籍者等証明書発行事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県立公衆衛生専門学校等の在籍者であった者に係る卒業

証明書や成績証明書等の発行を学籍簿に基づき行うため。 

愛媛県立保健婦養護訓導養成所（昭和 19 年度～昭和 22 年

度） 

愛媛県立高等看護学院（昭和 34年度～昭和 45年度） 

愛媛県立公衆衛生専門学校（昭和 46年度～平成 2年度、保健

婦助産婦科、看護婦第一科、看護婦第二科） 

根拠法令等 学校に在籍している者の管理（学籍簿） 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県立公衆衛生専門学校等に在籍していた者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



67 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 優良看護職員大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 看護業務に献身し、顕著な功績のあった者を表彰するため。 

根拠法令等 優良看護職員大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 保健師・助産師・看護師・准看護師の被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



68 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 優良看護職員知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 看護業務に献身し、顕著な功績のあった者を表彰するため。 

根拠法令等 優良看護職員知事表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 保健師・助産師・看護師・准看護師の被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



69 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 医師会立看護学校知事賞事務 

個人情報取扱事務の目的 

医師会立看護学校の卒業生のうち学業成績が優秀で、看護学

生生徒として他の模範となる者に対し看護師確保対策の一環

として表彰を実施する。 

根拠法令等 医師会からの申請により実施 

個人情報の対象者の範囲 医師会立看護学校養成所の卒業生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（成績・

評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



70 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県准看護師試験委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

准看護師試験委員の設置は法令に基づくものであるほか、県

が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に

実施するため。 

根拠法令等 
保健師助産師看護師法第２５条 

准看護師試験委員条例 

個人情報の対象者の範囲 准看護師試験委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



71 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療安全相談事務 

個人情報取扱事務の目的 

医療に関する患者や家族等の苦情や相談に迅速に対応すると

ともに、医療機関に対して情報を提供することを通じて、医

療サービスの向上を図るため。 

根拠法令等 「患者の声相談コーナー」設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 相談者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



72 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
へき地医療医師確保奨学金の申請・届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
へき地医療医師確保奨学金の貸与の決定・基金の適切な運営

を行うため。 

根拠法令等 
愛媛県医師確保奨学基金条例、同施行規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
へき地医療医師確保奨学金の貸与申請者及び被貸与者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



73 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 歯科衛生士業務功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
歯科衛生士業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め。 

根拠法令等 歯科衛生士業務功労者の厚生労働大臣表彰候補者推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 

歯科衛生師会役員として 10年以上、又は地方公共団体職員と

して歯科保健医療行政に指導的役割を果たし、従事年数 25年

以上である者（年齢 55歳以上） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



74 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課（ドクターバンクセンター） 

保 有 医療対策課（ドクターバンクセンター） 

個人情報取扱事務の名称 ドクターバンク事業事務（医師登録制度） 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県の地域医療に関心のある医師や医学生を登録し、県内

の地域医療の情報を提供するため。 

根拠法令等 愛媛県ドクターバンク事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県地域医療に関心のある医師や医学生（学生を含む） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



75 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課（ドクターバンクセンター） 

保 有 医療対策課（ドクターバンクセンター） 

個人情報取扱事務の名称 ドクターバンク事業事務（医師無料職業紹介） 

個人情報取扱事務の目的 
県内の市町立病院・診療所へ勤務希望のある医師を登録し、

市町立病院等へ斡旋する。 

根拠法令等 愛媛県ドクターバンク事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 県内の市町立病院・診療所へ勤務希望のある医師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



76 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 災害医療従事者研修事務 

個人情報取扱事務の目的 
厚生労働省が実施する災害医療従事者研修の推薦を行うた

め。 

根拠法令等 厚生労働省通知 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



77 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 救急告示病院の認定事務 

個人情報取扱事務の目的 

救急隊が傷病者を搬送する医療機関を確保するため、救急事

務に協力する申出のあったもののうち、当該地域の傷病者の

発生状況を考慮して認定する。 

根拠法令等 救急告示病院等を定める省令（S39.2.20） 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



78 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県保健医療対策協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

上記推進協議会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審

議会等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するた

め。 

根拠法令等 愛媛県保健医療対策協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



79 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県小児救急医療電話相談事業運営協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
上記協議会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県小児救急医療電話相談事業運営協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



80 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
地域医療医師確保短期奨学金の申請・届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地域医療医師確保短期奨学金の貸与者の決定、基金の適切な

運営を行うため。 

根拠法令等 
愛媛県医医師確保奨学基金条例、同施行規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
地域医療医師確保短期奨学金の貸与申請者及び被貸与者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



81 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
地域医療医師確保期間選択制奨学金の申請・届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地域医療医師確保期間選択制奨学金の貸与者の決定、基金の

適切な運営を行うため。 

根拠法令等 
愛媛県医医師確保奨学基金条例、同施行規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
地域医療医師確保期間選択制奨学金の貸与申請者及び被貸与

者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



82 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
地域医療医師確保奨学金の申請・届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地域医療医師確保奨学金の貸与手続きを厳正かつ円滑に行う

ため。 

根拠法令等 
愛媛県地域医療医師確保奨学金貸与条例、同施行規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
地域医療医師確保奨学金の貸与申請者及び被貸与者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



83 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 保健所 

個人情報取扱事務の名称 
あん摩マッサージ指圧、はり、きゅうに係る施術所開設届出

事務 

個人情報取扱事務の目的 施術所の指導、監督等を行うため。 

根拠法令等 
あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律

施行規則 

個人情報の対象者の範囲 届出者、施術所の開設者及び施術者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許取得年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（資格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



84 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 保健所 

個人情報取扱事務の名称 柔道整復に係る施術所開設届出事務 

個人情報取扱事務の目的 施術所の指導、監督等を行うため。 

根拠法令等 柔道整復師法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 届出者、施術所の開設者及び施術者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許取得年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（資格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



85 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 保健所 

個人情報取扱事務の名称 歯科技工所開設届出事務 

個人情報取扱事務の目的 歯科技工所の指導、監督等を行うため。 

根拠法令等 歯科技工士法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 届出者、歯科技工所の開設者、管理者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許取得年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（資格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



86 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 歯科衛生士業務従事者届出事務 

個人情報取扱事務の目的 歯科衛生士免許保有者の状況について的確に把握するため。 

根拠法令等 歯科衛生士法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 県内で就業している歯科衛生士 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許登録番号）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



87 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 歯科技工士業務従事者届出事務 

個人情報取扱事務の目的 歯科技工士免許保有者の状況について的確に把握するため。 

根拠法令等 歯科技工士法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 県内で就業している歯科技工士 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許登録番号）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



88 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 保健師、助産師、看護師、准看護師業務従事者届出事務 

個人情報取扱事務の目的 
保健師、助産師、看護師、准看護師免許保有者の状況につい

て的確に把握するため。 

根拠法令等 保健師助産師看護師法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 県内で就業している保健師、助産師、看護師、准看護師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許取得年月日、勤務先）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



89 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県へき地医療支援計画策定等会議委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県へき地医療支援計画策定等会議設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
被委嘱者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



90 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県災害医療対策協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
上記協議会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県災害医療対策協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



91 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛医療人材ネットワーク登録者名簿事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

県内外の学生が相互に情報交換を行える環境を整備し、卒後

の U ターンを促進するほか、生涯にわたって愛媛の医療に携

わる関係づくりを推進することを目的に、県の医療情報や各

セミナー等の案内を行うため。 

根拠法令等 
伺定めによる取扱い（平成26年6月6日付決裁）（文書の日

付：平成26年6月10日）（文書番号：26医第284号） 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛医療人材ネットワーク登録者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



92 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 地域医療構想推進戦略会議設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
将来あるべき医療提供体制を描く地域医療構想に係る協議・

検討を行う会議の委員を選任し、円滑な運営を行うため。 

根拠法令等 愛媛地域医療構想推進戦略会議設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



93 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 各保健所企画課 

個人情報取扱事務の名称 地域医療構想調整会議設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

将来あるべき医療提供体制を描く地域医療構想の策定につい

て、医療圏域ごとに協議・検討を行う会議の委員を選出し、

円滑な運営を行うため。 

根拠法令等 地域医療構想調整会議設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



94 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 医療従事者養成施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
各種養成施設の設置者、施設長、教員について、規則等で定

められている学識及び経験を有しているかを審査するため。 

根拠法令等 

理学療法士作業療法士、言語聴覚士、臨床工学技士、柔道整

復師、歯科衛生士、歯科技工士の学校養成施設指定規則 

あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養

成施設認定規則 

個人情報の対象者の範囲 養成施設の設置者、施設長、教員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



95 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 看護師等養成所の指定に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
規則、指導要領等に基づいて運営しているかを審査するた

め。 

根拠法令等 
保健師助産師看護師法、保健師助産師看護師学校養成所指定

規則、愛媛県看護師等養成所の指定申請等に関する指導要領 

個人情報の対象者の範囲 養成施設の設置者、施設長、教員、学生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職歴・ 

学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



96 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療事故報告関係事務 

個人情報取扱事務の目的 医療事故防止の参考に資するため 

根拠法令等 

医療法の規定「（略）県（略）は、医療の安全に関する情報

の提供、（略）その他の医療の安全の確保に関し必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。」を根拠としている。 

個人情報の対象者の範囲 医療事故の対象となった患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



97 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療監視事務 

個人情報取扱事務の目的 

医療機関が医療法及び関連法令により規定された人員及び構

造設備を有し、かつ、適正な管理を行っているか否かについ

て検査することにより、医療機関を科学的で、かつ、適正な

医療を行う場にふさわしいものとすることを目的とする。 

根拠法令等 医療法第 25条第 1項 

個人情報の対象者の範囲 医療機関の従業者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



98 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県ドクターヘリ運航調整委員会委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
ドクターヘリ運航に係る関係機関等との調整、地域住民への

普及啓発を行うため。 

根拠法令等 
救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特

別措置法第６条 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



99 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県医療勤務環境改善支援センター運営協議会委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
医療勤務環境改善に係る関係機関・団体との連絡調整を行う

ため。 

根拠法令等 医療法第 30条の 21 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



100 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 軽症者等宿泊療養施設における軽症者等の情報事務 

個人情報取扱事務の目的 
軽症者等宿泊療養施設内での利用及び保健所等関係機関との

連携を図るため 

根拠法令等 

「新型コロナウイルス感染症に係る医療機関間での個人情報

の共有の際の個人情報の取扱いについて」（令和２年４月 28

日付厚生労働省医政局総務課通知） 

個人情報の対象者の範囲 
新型コロナウイルス感染症軽症者等のうち軽症者宿泊療養施

設で療養する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名 個人情報開示請求等管理簿）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



101 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療対策課 

保 有 医療対策課 

個人情報取扱事務の名称 
地域医療キャリア形成支援センター運営協議会設置・運営事

務 

個人情報取扱事務の目的 

センター所属医師のキャリア形成、勤務地に係る検討協議を

行うため、上記協議会の委員を選任し、円滑な運営を行うも

の。 

根拠法令等 地域医療キャリア形成支援センター運営協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



102 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
国民健康保険関係功績者厚生労働大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
国民健康保険事業に顕著な功績がある者の選考（表彰） 

 

根拠法令等 
国民健康保険関係者功績厚生労働大臣表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
大臣表彰推薦者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 国民健康保険関係功績者厚生労働大臣表

彰（推薦）者ファイル） □無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



103 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県国民健康保険審査会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委員委嘱 

 

根拠法令等 
国民健康保険法第92条 

 

個人情報の対象者の範囲 
被保険者代表、保険者代表、公益代表 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛県国民健康保険審査会委員ファイ

ル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



104 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県国民健康保険運営協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委員委嘱 

 

根拠法令等 
国民健康保険法第11条 

 

個人情報の対象者の範囲 
被保険者代表、保険医又は保険薬剤師代表、公益代表、被用

者保険等保険者代表 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 国民健康保険関係功績者厚生労働大臣表

彰者ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



105 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県国民健康保険診療報酬審査委員会委員の委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委員委嘱 

 

根拠法令等 
国民健康保険法第87条、第88条 

高齢者の医療の確保に関する法律第126条 

個人情報の対象者の範囲 
保険医代表、保険者代表、公益代表 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛県国民健康保険運営協議会委員ファ

イル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



106 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
保険医療機関等の指導・監督事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
保険診療の質的向上及び適正化を図るため、保険医療機関に

対する診療の内容又は診療報酬の請求に関する指導等 

根拠法令等 
国民健康保険法第41条 

高齢者の医療の確保に関する法律第66条 

個人情報の対象者の範囲 
保険医療機関開設者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 保健医療機関等の指導・監督ファイル）

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



107 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県後期高齢者医療審査会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委員委嘱 

 

根拠法令等 
高齢者の医療の確保に関する法律第129条 

 

個人情報の対象者の範囲 
被保険者代表、保険者代表、公益代表 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛県後期高齢者医療審査会委員委嘱フ

ァイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



108 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 医療保険課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県医療費適正化計画推進会議委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委員委嘱のため 

 

根拠法令等 
高齢者の医療の確保に関する法律 

愛媛県医療費適正化計画推進会議設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 
学識経験者、医療関係団体、地域保健、保険者、受給者の各

代表 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛県医療費適正化計画推進会議委員委

嘱ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



109 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
地域保健研究集会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県内の保健福祉関係者が日頃の活動に基づき、研究成果の発

表や意見交換を行うための会を開催する。 

根拠法令等 
愛媛県地域保健研究集会実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
本研究集会の参加（予定を含む）者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



110 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
食育活動表彰（食育推進ボランティア表彰）事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
被表彰候補者の把握 

 

根拠法令等 
食育活動表彰推実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 国籍・本籍 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
栄養関係功労者厚生労働大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
被表彰候補者の把握 

 

根拠法令等 
栄養関係功労者表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 国籍・本籍 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
栄養関係功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
被表彰候補者の把握 

 

根拠法令等 
栄養関係功労者の知事表彰要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者（栄養士等） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 国籍・本籍 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
喫煙可能室設置施設届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
喫煙可能室設置施設の状況を把握する 

 

根拠法令等 
健康増進法施行規則等の一部を改正する省令（平成31年厚生

労働省令第17号）附則第２条第６項から第８項まで 

個人情報の対象者の範囲 
届出者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県ビッグデータ活用県民健康づくり協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員を委嘱するとともに、県が行う「審議会等

の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県ビッグデータ活用県民健康づくり協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県ビッグデータ活用県民健康づくり分析ワーキンググル

ープ委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員を委嘱するとともに、県が行う「審議会等

の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県ビッグデータ活用県民分析ワーキンググループ設置要 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
管理栄養士免許証申請書進達事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
国に進達した管理栄養士免許証に係る申請書の把握 

 

根拠法令等 
栄養士法 

 

個人情報の対象者の範囲 
管理栄養士免許証（交付・名簿訂正及び書換え交付・再交

付・名簿削除及び返納）申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 国籍・本籍 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
栄養士免許証申請書進達事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県が交付した栄養士免許証に係る申請書の把握 

 

根拠法令等 栄養士法第２条、第３条の２、第４条 

個人情報の対象者の範囲 
栄養士免許証（交付・名簿訂正及び書換え交付・再交付・名

簿削除及び返納）申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 国籍・本籍 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 栄養士名簿          ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
県民健康調査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県民の栄養改善と健康増進対策に必要な基礎資料を得る 

 

根拠法令等 
愛媛県県民健康調査要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
対象地区住民 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他 

（食生活状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



119 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
国民健康・栄養調査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
調査対象者の把握 

 

根拠法令等 
健康増進法第10条～14条、健康増進法施行規則第１～４条 

 

個人情報の対象者の範囲 
対象地区住民 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
啓発コンクール事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

よい歯を保っている者を表彰することにより、歯や口腔の健

康づくりに対する県民の関心を高め、その重要性を普及啓発

する。 

根拠法令等 
親と子のよい歯のコンクール実施要領 

元気歯つらつコンクール実施要領 

個人情報の対象者の範囲 
親と子のよい歯のコンクール及び元気歯つらつコンクール被

選出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
高齢者や障がい者（児）等への歯科口腔保健推進事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

口腔ケア実践のための知識や技術の習得を目的としたセミナ

ーの開催及び定期的に歯科検診等を受けることが困難な者へ

の歯科健康診査等を実施し継続的な口腔管理を行うため。。 

根拠法令等 
高齢者や障がい者（児）等への歯科口腔保健推進事業実施要

領 

個人情報の対象者の範囲 
セミナーの参加（予定）者、歯科健康診査等受診（予定）者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
歯科口腔保健担当者研修会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県内で歯科保健事業に携わる保健師、栄養士等の市町歯科保

健担当者及び学校保健関係者に対して研修会を実施する。 

根拠法令等 
愛媛県歯科口腔保健担当者研修会実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
本研修会の参加（予定）者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
県民健康づくり運動推進会議事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

すべての県民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を

築くため、関係機関による県民健康づくり運動の企画・推進

を図る。 

根拠法令等 
県民健康づくり運動推進会議規約 

 

個人情報の対象者の範囲 
会議出席者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県生活習慣病予防協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員を委嘱するとともに、県が行う「審議会等

の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県生活習慣病予防協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



125 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県循環器病対策推進協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県循環器病対策推進協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県がん対策推進委員会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県がん対策推進条例 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県在宅緩和ケア推進協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県在宅緩和ケア推進協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



128 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県がん相談支援推進協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
上記委員会の委員の委嘱を行うとともに、県が行う「審議会

等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県がん相談支援推進協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



129 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
がん情報収集事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

がん登録を実施することにより、医療機関から患者について

の罹患から治癒までの医療情報を収集し、がん対策を効果的

に推進する。 

根拠法令等 
愛媛県がん情報の提供に関する事務処理要綱、がん登録等の

推進に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 

県内の医療機関で、受診し悪性新生物と診断された者、及び

死亡小票に悪性新生物の記載があった者（平成28年1月1日か

ら） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 がん登録情報の受理・入力・加工等）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 全国がん登録         ）□無 

備考 外部委託の実施による変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
がん対策推進員養成事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
がん対策推進員を育成するために、養成研修を実施し、研修

受講者を推進員として認定するため。 

根拠法令等 
愛媛県がん対策推進員設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
がん対策推進員養成研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県がん患者等妊孕性温存治療費補助金交付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

将来子供を産み育てることを望む若年がん患者の妊孕性温存

治療に要する経済的負担の軽減を図るための経費補助を行

う。 

根拠法令等 
愛媛県がん対策推進条例、愛媛県がん患者等妊孕性温存治療

費補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 
県内に在住する43歳未満のがん患者で、県が指定する医療機

関において妊孕性温存等の治療を受けた者及びその保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 口座番号 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更）     

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 感染症発生動向調査事務 

個人情報取扱事務の目的 
感染症患者を登録、管理することにより、患者本人に対する

的確な医療の実施を図るとともに、他への感染を防止する。 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

12条及び第 14条 

個人情報の対象者の範囲 感染症患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更）     

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 感染症防疫事務 

個人情報取扱事務の目的 
感染症患者発生時に、疫学調査、保菌検査等を行い、感染症

のまん延の防止を図る。 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

15条 

個人情報の対象者の範囲 感染症患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第７号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



134 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更）     

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 感染症医療公費負担事務 

個人情報取扱事務の目的 感染症入院患者に対する公費負担を行う。 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

37条～第 42条 

個人情報の対象者の範囲 感染症患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 感染症医療公費負担事務 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



135 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所、健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県感染症診査協議会事務 

個人情報取扱事務の目的 感染症患者の入院等に関して、協議を行う。 

根拠法令等 愛媛県感染症診査協議会条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県感染症診査協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☐病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☐医師等

により行われた健康診断等の結果 ☐医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☐家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☐資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

☐無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



136 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和６年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 感染症対策連携協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策の実施に

当たっての連携協力体制の整備を図る 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

10条の２第１項 

個人情報の対象者の範囲 感染症対策連携協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



137 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更）     

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 予防接種事故救済給付事務 

個人情報取扱事務の目的 
予防接種により健康被害が生じた人に対し、給付金を支払

う。 

根拠法令等 予防接種法第 15条、第 16条 

個人情報の対象者の範囲 予防接種健康被害者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☐社会生活の状況 ☐資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



138 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 風しん抗体検査事業事務 

個人情報取扱事務の目的 風しん抗体検査の医療機関委託 

根拠法令等 
特定感染症検査等事業実施要綱 

愛媛県風しん抗体検査事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 風しん抗体検査希望者（松山市以外の市町住民） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☐病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☐心身の機能の障害 ☐医師等

により行われた健康診断等の結果 ☐医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☐家庭生活の状況 ☐社会生活の状況 ☐資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（抗体検

査結果  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 抗体検査委託      ）   ☐無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 風しん抗体検査事業事務 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



139 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 ハンセン病療養所入所者福祉事務 

個人情報取扱事務の目的 本県出身のハンセン病療養所入所者福祉事務 

根拠法令等 
ハンセン病問題の解決の促進に関する法律第 5条、第 16条、

第 17条 

個人情報の対象者の範囲 本県出身のハンセン病療養所入所者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（氏名または園名）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 根拠法の新規制定（平成21年４月１日施行） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



140 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所、健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 ハンセン病療養所入所者家族生活援護事務 

個人情報取扱事務の目的 ハンセン病療養所入所者の家族の生活を援護する。 

根拠法令等 
ハンセン病問題の解決の促進に関する法律第 5条、第 16条、

第 17条 

個人情報の対象者の範囲 生活援護申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
権限委譲に伴う所管組織名の変更（平成 20年４月１日） 

根拠法の変更（平成21年４月１日施行） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



141 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核患者登録・管理事務 

個人情報取扱事務の目的 結核の感染予防・病状把握 

根拠法令等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 結核患者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 結核健康診断等         ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 結核患者登録・管理事務 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核医療費公費負担事務 

個人情報取扱事務の目的 結核患者の医療費を公費負担する。 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

37条～第 41条 

個人情報の対象者の範囲 結核患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 結核医療公費負担事務 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核指定医療機関の指定事務 

個人情報取扱事務の目的 結核医療を担当する医療機関を指定する。 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

38条第２項 

個人情報の対象者の範囲 指定申請医療機関の開設者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 結核指定医療機関の指定事務 ）☐無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核健康診断事務 

個人情報取扱事務の目的 結核の早期発見 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

17条 

個人情報の対象者の範囲 健康診断受診者（定期外検診対象者も含む） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 医療機関への検診の委託     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 結核健康診断事務 ）☐無 

0備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核発生動向調査事務 

個人情報取扱事務の目的 結核の発生状況の把握 

根拠法令等 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

14条、第 14条の２ 

個人情報の対象者の範囲 健康患者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☐その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容      ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 結核発生動向調査事務 ）☐無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所、健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 肝炎医療費公費負担事務 

個人情報取扱事務の目的 
肝炎患者のインターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療

に係る医療費を公費負担する。 

根拠法令等 厚生労働省「肝炎治療特別促進事業実施要綱」 

個人情報の対象者の範囲 肝炎患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☐心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☐マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 肝炎医療費公費負担事務 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 肝炎ウイルス検査事業事務 

個人情報取扱事務の目的 肝炎ウイルス検査の医療機関委託 

根拠法令等 特定感染症検査等事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 肝炎ウイルスの検査希望者（松山市以外の市町住民） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☐病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☐心身の機能の障害 ☐医師等

により行われた健康診断等の結果 ☐医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☐家庭生活の状況 ☐社会生活の状況 ☐資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（検査結

果 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 ウイルス検査委託   ）   ☐無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 肝炎ウイルス陽性者フォローアップ事業事務 

個人情報取扱事務の目的 肝炎ウイルス検査費用の一部を公費負担する。 

根拠法令等 愛媛県肝炎ウイルス陽性者フォローアップ事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 肝炎、肝硬変、肝がん患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☐病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☐心身の機能の障害 ☐医師等

により行われた健康診断等の結果 ☐医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（検査結

果 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☐有（委託内容            ）   ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☐電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所、健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 肝がん・重度肝硬変医療費公費負担事務 

個人情報取扱事務の目的 
ウイルス性肝炎による肝がん・重度肝硬変治療に係る入院及

び通院医療費を公費負担する。 

根拠法令等 
厚生労働省「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要

綱」 

個人情報の対象者の範囲 ウイルス性肝炎による肝がん・重度肝硬患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☐個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☐心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（検査結

果 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☐有（委託内容            ）   ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☐マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



150 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 精神障害者入院措置事務 

個人情報取扱事務の目的 自傷他害のおそれのある精神障害者の医療及び保護を図る 

根拠法令等 
精神保健福祉法第27条、第28条、第29条、第29条の2、第29

条の2の2 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（疑いのある者を含む）、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（家族状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 措置入院者入院措置解除事務 

個人情報取扱事務の目的 
自傷他害のおそれのなくなった措置入院者の入院措置を解除

する 

根拠法令等 精神保健福祉法第29条の4、第29条の5 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（措置入院者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



152 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 措置入院者転院事務 

個人情報取扱事務の目的 措置入院者を手術等のため他の精神科病院へ転院させる 

根拠法令等 措置入院者に対し適切な処置を行うため 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（措置入院者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 措置入院者事故報告事務 

個人情報取扱事務の目的 措置入院者の事故の状況を把握する 

根拠法令等 精神保健福祉法施行細則第25条 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（措置入院者）等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



154 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 措置入院者仮退院事務 

個人情報取扱事務の目的 措置入院者の仮退院を許可する 

根拠法令等 精神保健福祉法第40条 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（措置入院者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 措置入院者に係る費用徴収事務 

個人情報取扱事務の目的 

措置入院者又はその扶養義務者等が入院に要する費用を負担

することができると認めたときは、その費用の全部又は一部

を徴収する 

根拠法令等 精神保健福祉法第31条 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（措置入院者）、扶養義務者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 医療保護入院者入院届出及び入院期間更新届出事務 

個人情報取扱事務の目的 医療保護入院者の入院の状況を把握する 

根拠法令等 精神保健福祉法第33条、精神保健福祉法施行細則第16条 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（医療保護入院者）、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 医療保護入院者退院届出事務 

個人情報取扱事務の目的 医療保護入院者の退院の状況を把握する 

根拠法令等 精神保健福祉法第33条の2 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（医療保護入院者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



158 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 精神科病院入院患者定期病状報告事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神科病院入院患者（措置入院者及び任意入院者）の入院の

状況を把握する 

根拠法令等 
精神保健福祉法第38条の2、精神科病院の任意入院患者の症

状等の報告に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（精神科病院入院患者）、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 精神科病院入院患者退院請求等処理事務 

個人情報取扱事務の目的 精神科病院に入院している患者の人権を保護する 

根拠法令等 精神保健福祉法第38条の4、第38条の5 

個人情報の対象者の範囲 精神障害者（精神科病院入院患者）、請求者、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 応急入院届出事務 

個人情報取扱事務の目的 

緊急な医療及び保護の必要性から本人又は家族等の同意なし

に患者を精神科病院に入院させる応急入院制度の適正な運用

を図る 

根拠法令等 精神保健福祉法第33条の６ 

個人情報の対象者の範囲 精神保健福祉法第33条の６の規定に該当する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医療保護入院のための移送事務 

個人情報取扱事務の目的 
直ちに入院が必要であるが本人の同意が得られない精神障害

者を、家族等の同意により精神科病院へ移送する。 

根拠法令等 精神保健福祉法第34条 

個人情報の対象者の範囲 精神保健福祉法第34条の規定に該当する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 精神障害者通院医療費公費負担事務 

個人情報取扱事務の目的 
障害者総合支援法に基づく精神障害者の通院医療に係る費用

の一部を公費負担する 

根拠法令等 障害者総合支援法第54条、第56条、第57条、第58条 

個人情報の対象者の範囲 申請者（精神障害者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名：精神障害者通院医療費公費負担事務） 

□無 

備考 根拠法令等の変更（旧：精神保健福祉法第32条） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 精神障害者保健福祉手帳交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神保健福祉法第45条の規定による精神障害者保健福祉手帳

の交付を行う 

根拠法令等 精神保健福祉法第45条 

個人情報の対象者の範囲 申請者、精神障害者、家族等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 精神保健指定医指定申請事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神保健指定医の指定を受けようとする者の申請書を厚生労

働省へ進達するほか、届出の必要な事項を報告する 

根拠法令等 

精神保健福祉法施行令第2条の2、第2条の2の2、第2条の2の

3、第2条の2の4、第2条の2の5、精神保健指定医の証の更新

等に係る事務取扱要領 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 精神科病院実地指導事務 

個人情報取扱事務の目的 

精神障害者の適正な医療と保護の確保及び精神科病院の健全

な管理運営を図ることを目的に精神科病院に対する実地指導

を行う 

根拠法令等 精神保健福祉法第38条の6 

個人情報の対象者の範囲 精神科病院へ入院中の精神障害者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



166 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 精神障害者虐待通報対応事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神科病院における虐待の未然防止や早期発見の取組を進め

る 

根拠法令等 精神保健福祉法第40条の３ 

個人情報の対象者の範囲 通報・届出者、精神障害者（精神科病院入院患者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 各保健所、心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 精神保健福祉相談事務 

個人情報取扱事務の目的 精神保健及び精神障害者福祉に関する各種相談に応じる 

根拠法令等 
保健所及び精神保健福祉センターでの地域精神保健福祉活動

として、精神障害者及びその家族等からの相談を受ける 

個人情報の対象者の範囲 相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □☑病歴 □犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 □☑心身の機能の障害 □医

師等により行われた健康診断等の結果 □医師等により行わ

れた指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 

□少年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □☑社会生活の状況 □

資産・収入の状況 □意見・要望 ☑相談 □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 精神保健福祉事業功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神保健福祉事業に関する功績が特に顕著であった者を表彰

する 

根拠法令等 精神保健福祉事業功労者厚生労働大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 精神保健福祉事業功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神保健福祉事業に関する功績が特に顕著であった者を表彰

する 

根拠法令等 精神保健福祉事業功労者知事表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 精神医療審査会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

精神保健福祉法第12条の規定に基づく精神医療審査会の委員

を委嘱するとともに、県が行う「審議会等の見直し方針」等

に基づく見直しを円滑に行うため 

根拠法令等 精神保健福祉法第12条及び13条 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  □☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
障害者総合支援法に基づき指定自立支援医療機関（精神通院

医療）を指定する 

根拠法令等 障害者総合支援法第54条、第59条、第64条 

個人情報の対象者の範囲 医療機関及び主として担当する医師及び薬剤師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名：指定自立支援医療機関（精神通院医療）

の指定事務） 

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県精神科救急医療連絡調整委員会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
精神科救急医療体制の整備運営に関し、必要な事項を検討す

るため委員会を設置し、委員を委嘱する 

根拠法令等 愛媛県精神科救急医療連絡調整委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県精神科救急医療連絡調整委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県二次救急精神科医療支援体制運営委員会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

県二次救急精神科医療支援体制整備事業の適切かつ円滑な運

営を図るために必要な事項を検討するための委員会を設置

し、委員を委嘱する 

根拠法令等 愛媛県二次救急精神科医療支援体制運営委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県二次救急精神科医療支援体制運営委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 高次脳機能障害支援連絡協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

高次脳機能障がい者への支援方策等を検討するため協議会を

設置し、委員を委嘱するとともに、県が行う「審議会等の見

直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 愛媛県高次脳機能障害支援連絡協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 高次脳機能障害支援連絡協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  □☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県ＤＰＡＴ登録事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県ＤＰＡＴの派遣活動準備 

根拠法令等 愛媛県ＤＰＡＴ活動要領 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県ＤＰＡＴに登録を希望する者（活動要領の登録要件に

該当する者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県ＤＰＡＴ運営委員会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県ＤＰＡＴの円滑な運営等を検討するため運営委員会を

設置し、委員を委嘱する 

根拠法令等 愛媛県ＤＰＡＴ運営委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県ＤＰＡＴ運営委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 心と体の健康センター及び各保健所 

個人情報取扱事務の名称 医師臨床研修関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛大学医学部附属病院に所属する研修医を対象とする臨床

研修 

根拠法令等 愛媛県心と体の健康センターにおける医師臨床研修実施要領 

個人情報の対象者の範囲 研修医 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 心と体の健康センター 

個人情報取扱事務の名称 診療録 

個人情報取扱事務の目的 患者の診療及び医療事務のために利用する。 

根拠法令等 医師法第24条 

個人情報の対象者の範囲 受診患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 診療録            ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年 ４月 １日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 特定疾患医療給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

難病のうち、特定の疾患について、特定疾患治療研究事業を

推進することにより、特定疾患に関する医療の確立普及を図

るとともに、患者の医療費の負担軽減に資する。 

根拠法令等 愛媛県特定疾患治療研究事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 特定疾患認定患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県特定疾患対策協議会事務 

個人情報取扱事務の目的 
特定疾患治療研究事業を推進することにより、その医療の確

立普及を図るとともに、患者の医療費の負担軽減に資する。 

根拠法令等 愛媛県特定疾患治療研究事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 特定疾患認定申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第２号及び第３

号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 診断書入力業務       ） □無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



181 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県特定疾患対策協議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

特定疾患治療研究事業の対象者の認定を行うにあたり、医師

の意見を徴することによりその適正を期するとともに、県が

行う「審議会等の見直し方針」に基づく見直しを円滑に実施

するため 

根拠法令等 愛媛県特定疾患対策協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 特定疾患対策協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  

  



182 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県指定難病審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 

国が指定した指定難病について、医療費の助成を行うによ

り、良質かつ適切な医療の確保及び生活の質の向上を図ると

ともに、患者の医療費の負担軽減に資する。 

根拠法令等 難病の患者に対する医療等に関する法律第8条 

個人情報の対象者の範囲 指定難病認定申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第２号及び第３

号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 診断書入力業務 ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



183 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 指定難病医療給付等事務 

個人情報取扱事務の目的 
国が指定した指定難病について、原因の究明や治療研究の推

進を図るとともに、患者の医療費の負担軽減等に資する。 

根拠法令等 難病の患者に対する医療等に関する法律第5～13条、28条 

個人情報の対象者の範囲 
指定難病認定患者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 審査事務           ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 難病医療システムファイル ） □無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



184 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 指定難病医療給付事務 

個人情報取扱事務の目的 
国が指定した指定難病について、原因の究明や治療研究の推

進を図るとともに、患者の医療費の負担軽減に資する。 

根拠法令等 難病の患者に対する医療等に関する法律第5～13条 

個人情報の対象者の範囲 
指定難病認定患者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 審査事務           ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 指定難病医療受給者ファイル）  □無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



185 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 難病等指定医指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
難病の患者に対する医療に関する法律（難病法）に基づき、

難病等指定医の指定を受けようとする者の指定を行う。 

根拠法令等 難病法施行規則第 15条～第 21条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 書類の収受、台帳入力、情報管理等）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



186 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 難病等指定医療機関の指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
難病の患者に対する医療に関する法律（難病法）に基づき、

指定医療機関を指定する。 

根拠法令等 
難病法施行規則第14条～第24条及び難病法施行規則第35条～

第44条 

個人情報の対象者の範囲 医療機関の開設者（法人の場合は役員を含む） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 書類の収受、台帳入力、情報管理等）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



187 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年 ４月 １日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 スモン患者施術給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

スモン患者に、はり、きゅう及びマッサージを実施すること

により、スモンに対するはり等治療に関する研究事業を行

う。 

根拠法令等 
スモン患者に対するはり、きゅう、マッサージ治療研究事業

実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 スモンの患者であって、はり等による治療を希望する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



188 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年 ４月 １日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 先天性血液凝固因子障害等給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

先天性血液凝固因子障害等患者の医療保険の自己負担分を公

費負担することにより、患者の医療負担の軽減を図り、精神

的、身体的不安を解消する。 

根拠法令等 愛媛県先天性血液凝固因子障害等治療事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 先天性血液凝固因子障害等認定申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（               ） ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☐有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県小児慢性特定疾病審査会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

小児慢性特定疾病医療費の支給対象者の認定を行うにあた

り、医師の意見を徴することによりその適正を期するととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため 

根拠法令等 愛媛県小児慢性特定疾病審査会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 小児慢性特定疾病審査会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県小児慢性特定疾病審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 

国が指定した小児慢性特定疾病について、医療費の助成を行

うにより、良質かつ適切な医療の確保及び生活の質の向上を

図るとともに、患者の医療費の負担軽減に資する。 

根拠法令等 児童福祉法第19条の４及び、児童福祉法施行規則第7条の25 

個人情報の対象者の範囲 小児慢性特定疾病認定申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  ☐その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第２号及び第３

号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☐他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 小児慢性特定疾病指定医指定事務 

個人情報取扱事務の目的 
児童福祉法に基づき、小児慢性特定疾病指定医の指定を受け

ようとする者の指定を行う。 

根拠法令等 児童福祉法施行規則第７条の10～17 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、資格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 小児慢性特定疾病医療給付等事務 

個人情報取扱事務の目的 

国が指定した小児慢性特定疾病について、原因の究明や治療

研究の推進を図るとともに、患者家族の医療費の負担軽減等

に資する。 

根拠法令等 児童福祉法第19条の2～8、22 

個人情報の対象者の範囲 小児慢性特定疾病認定患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（             ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 小児慢性特定疾病公費負担システムファ

イル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 小児慢性特定疾病医療給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

国が指定した小児慢性特定疾病について、原因の究明や治療

研究の推進を図るとともに、患者家族の医療費の負担軽減に

資する。 

根拠法令等 
児童福祉法第19条の2～8及び児童福祉法施行規則第7条の1～

9及び、18～28及び、38～41 

個人情報の対象者の範囲 小児慢性特定疾病認定患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（             ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 小児慢性特定疾病医療受給者ファイル）

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



194 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 心と体の健康センター、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
思春期保健事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
思春期特有の身体的、精神的な悩みや不安に対して面接相談

及び電話相談を行うため 

根拠法令等 
思春期保健事業実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
思春期の子ども、その保護者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 相談事業であるため、匿名とする場合がある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 心と体の健康センター、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
女性の健康相談事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
女性の健康問題に関する相談、指導を行うため 

 

根拠法令等 
生涯を通じた女性の健康支援事業実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
相談者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 相談事業のため、匿名とする場合がある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
不妊専門相談センター運営委託事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

不妊専門相談センターを設置することにより、相談者の不安

や悩みを軽減し、子どもを持ちたい者が安心して産み育てる

ことのできる環境づくりを進める。 

根拠法令等 
母子保健医療対策総合支援事業 

 

個人情報の対象者の範囲 
不妊や不育症に関する相談支援を希望する者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 相談業務            ）☐無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



197 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
休日不妊相談業務運営事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

休日対応の不妊相談窓口を設置することにより、相談者の不

安や悩みを軽減し、子どもを持ちたい者が安心して産み育て

ることのできる環境づくりを進める。 

根拠法令等 
母子保健医療対策総合支援事業 

 

個人情報の対象者の範囲 
不妊や不育症に関する相談支援を希望する者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 相談業務           ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県周産期医療協議会委員委託事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

周産期の医療体制を整備・推進するための協議を行う委員を

委託するとともに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に

基づく見直しを円滑に実施するため 

 

根拠法令等 
愛媛県周産期医療協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 災害時小児周産期リエゾン委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

災害時等に小児・周産期医療に係る医療救護活動を適切かつ

円滑に行えるよう、災害医療コーディネータをサポートする

災害時小児周産期リエゾンを委嘱する。 

根拠法令等 災害時小児周産期リエゾン活動要領 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県慢性疾病児童等地域支援協議会委員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
慢性疾病児童等の自立に向けて地域の支援体制を確立するた

めの協議を行う委員を委嘱するため 

根拠法令等 
愛媛県慢性疾病児童等地域支援協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



201 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 特定非営利法人ラ・ファミリエ 

個人情報取扱事務の名称 
小児慢性特定疾病児童等自立支援相談事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
小児慢性特定疾病児童を抱える家族等の不安や悩みの解消を

図るための相談事業を実施するため 

根拠法令等 
小児慢性特定疾病児童等自立支援事業実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
小児慢性特定疾病児童およびその家族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 小児慢性特定疾患児支援相談事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



202 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 ファミリーハウスあい 

個人情報取扱事務の名称 ファミリーハウスあい管理運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
長期にわたり医療施設において療養を必要とする児童の家族

等に対する宿泊及び休養の施設を提供するため 

根拠法令等 ファミリーハウスあい管理条例第 2条 

個人情報の対象者の範囲 ファミリーハウスあいの利用者（宿泊・休憩） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（入院患

者の年齢・診療料 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 管理運営に関する基本協定  ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
平成 15年４月１日ファミリーハウスあい開設 

平成 18年４月１日ファミリーハウスあい管理条例施行 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

保 有 保健福祉部健康衛生局健康増進課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
新生児マススクリーニング検査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

先天性代謝異常等を早期に発見し、心身障害児の発生を予防

するための新生児を対象とする血液検査を行い、陽性児につ

いて必要な指導等を行うため。 

根拠法令等 
新生児マススクリーニング検査実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
新生児マススクリーニング検査の受検者（新生児及び保護

者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容  新生児マススクリーニング検査業務 ）

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 先天性代謝異常検査台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



204 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 保健所 

個人情報取扱事務の名称 遺伝相談事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
遺伝性の疾患や母子感染、その他胎児への影響を及ぼすもの

に関する相談を行うため 

根拠法令等 先天異常児発生予防対策事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 相談事業のため、匿名とする場合がある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



205 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 各保健所 

保 有 健康増進課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 結核にかかっている児童に対する療育の給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

結核に罹患し、その治療に長期間の入院が必要な児童に対

し、入院医療費及び学校教育を受けるのに必要な日用品、学

習用品の給付を行うため 

根拠法令等 児童福祉法第 20条 

個人情報の対象者の範囲 受療者（児童）、申請者（扶養義務者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（指定養育医療機関） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 平成２年以降、受給者なし 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



206 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 不安を抱える妊婦への分娩前ＰＣＲ検査事業運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

新型コロナウイルス感染症の流行が続く中、妊婦は感染への

不安や胎児への影響等、強い不安を抱いて生活をしている条

にあることから、妊婦の不安解消を目的としたＰＣＲ検査事

業を実施する。 

根拠法令等 母子保健医療対策総合支援事業 

個人情報の対象者の範囲 検査を希望する妊婦 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  PCR検査   ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



207 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
産科医療功労者厚生労働大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

多年にわたり、地域のお産を支え、産科医療の推進に貢献

し、その功績が顕著であると認められる個人及び団体を表彰

するため 

根拠法令等 産科医療功労者厚生労働大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



208 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
日本家族計画協会会長表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
多年にわたり、母子保健、家族計画、思春期保健事業に従事

し、その業績の顕著である個人又は団体を表彰するため 

根拠法令等 
一般社団法人日本家族計画協会会長表彰推薦要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



209 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
母子保健家族計画功労者厚生労働大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
母子保健事業又は家族計画事業に永年従事し、著しい功績の

あった個人及び団体を表彰するため 

根拠法令等 
母子保健家族計画事業功労者表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



210 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
公益社団法人母子保健推進会議会長表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地域の母子保健活動に従事し、功績をあげている母子保健推

進協議会組織、母子保健推進員、行政職員を表彰するため 

根拠法令等 
公益社団法人母子保健推進会議会長表彰推薦要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



211 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛育班活動功労者表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地域の母子保健活動に従事し、功績をあげている愛育班員、

行政職員を表彰するため 

根拠法令等 
社会福祉法人恩賜財団母子愛育会会長表彰推薦要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



212 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
母子保健奨励賞表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
母子保健事業に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

 

根拠法令等 
母子保健奨励賞実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



213 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課、各地方局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 
母子保健功労者表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
愛育班活動又は母子保健事業に関する功績が極めて顕著な個

人及び団体を表彰するため 

根拠法令等 
母子保健功労者推薦要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



214 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

保 有 保健福祉部健康衛生局健康増進課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 原爆被爆者対策事務 

個人情報取扱事務の目的 

原爆被爆者に対する保健、医療及び福祉にわたる総合的な援

護対策を講じるため。 

 

根拠法令等 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 被爆者及び健康診断受診者証所持者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 ☑相談 ☑その他（被爆事

実） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  ①健康診断事業②相談事業 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 被爆者健手帳交付台帳  ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



215 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

保 有 保健福祉部健康衛生局健康増進課・各保健所 

個人情報取扱事務の名称 被爆二世健康診断事務 

個人情報取扱事務の目的 
被爆二世に対する健康診断を実施し、二世の健康状況の実態

を把握するとともに健康管理に資する。 

根拠法令等 被爆二世健康診断調査事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 被爆二世 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑ 

その他（親（一世）の氏名）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 健康診断の実施 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 被爆二世健康診断受診者名簿  ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



216 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

保 有 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

個人情報取扱事務の名称 被爆者健康管理手当等認定審査委員会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

被爆者健康管理手当等の認定を行うにあたり、医師の意見を

徴することによりその適性を期するとともに、県が行う「審

議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するた

め。 

根拠法令等 被爆者健康管理手当等認定審査委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 被爆者健康管理手当等認定審査委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



217 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部健康衛生局健康増進課 

保 有 愛媛県原爆被害者の会 

個人情報取扱事務の名称 原爆被爆者相談事業 

個人情報取扱事務の目的 
原爆被爆者の各種相談に応じ、被爆者の健康の保持及び福祉

の向上を図る 

根拠法令等 愛媛県原爆被害者相談事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 原爆被爆者相談事業  ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



218 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 健康増進課 

保 有 健康増進課 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 旧優生保護法一時金支給の請求に係る事務 

個人情報取扱事務の目的 
旧優生保護法一時金支給の請求に係る相談受付及び厚生労働

省への進達を行う。 

根拠法令等 
旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金

の支給等に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 優生手術等を受けた者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課、保健所 

保 有 薬務衛生課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 医薬品医療機器等法に基づく薬局等の許可等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するとともに、保

健衛生の向上を図る 

根拠法令等 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律法第４条、第６条の２、第６条の３、第 12 条、第

13 条、第 24 条、第 33 条、第 39 条、第 39 条の３、第 40 条

の５ 

個人情報の対象者の範囲 申請・届出者、資格者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 医薬品医療機器等法許可・届出台帳 ）

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 登録販売者に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 登録販売者試験及び販売従事登録等の実施 

根拠法令等 
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律第36条の8、施行規則159条の3～13 

個人情報の対象者の範囲 受験者及び登録申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 試験運営補助業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 登録販売者試験受験申請者名簿、登録販

売者名簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 温泉法に基づく許可及び届出等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
温泉を保護しその利用の適正を図り、公共の福祉の増進に寄

与する 

根拠法令等 温泉法第３条第１項等 

個人情報の対象者の範囲 申請・届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 薬事功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 薬事関係業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 薬事功労者厚生労働大臣表彰候補者推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 推薦基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 薬事功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 薬事関係業務に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 薬事功労者知事表彰候補者推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 推薦基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
医薬品・医療機器等の製造販売業・製造業許可等に関する事

務 

個人情報取扱事務の目的 
医薬品・医療機器等の品質、有効性及び安全性を確保すると

ともに、保健衛生上の向上を図る。 

根拠法令等 

医薬品医療機器等法第12条、第13条、第19条、第23条の2、

第23条の2の3、第23条の2の16、第23条の20、第23条の36、

第40条の2 ほか 

個人情報の対象者の範囲 医薬品・医療機器等を製造販売又は製造等をしようとする者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 

☑その他（ 職歴、学業・学歴    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 医薬品等製造販売承認等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するとともに、保

健衛生上の向上を図る。 

根拠法令等 医薬品医療機器等法第14条、第14条の9 

個人情報の対象者の範囲 医薬品等を製造販売しようとする者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 献血運動推進協力団体等厚生労働大臣表彰等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
献血運動の推進に関する功績が極めて顕著な団体等を表彰す

るため 

根拠法令等 献血運動推進協力団体等厚生労働大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 献血運動推進協力団体等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 

☑その他（ 職業・職歴、賞罰 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 献血運動推進協力団体等知事感謝状に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
献血運動の推進に関する功績が極めて顕著な団体等に感謝状

を贈呈するため 

根拠法令等 
献血運動推進協力団体等に係る知事感謝状贈呈候補者選考要

綱 

個人情報の対象者の範囲 献血運動推進協力団体等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 

☑その他（ 職業・職歴、賞罰 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県献血推進計画策定検討委員会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

少子高齢化社会構造下での愛媛県の献血推進体制の確立に資

する愛媛県の献血推進計画を推進するとともに、県が行う

「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施す

るため 

根拠法令等 愛媛県献血推進計画策定検討委員会要綱 

個人情報の対象者の範囲 委嘱委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬・向精神薬取扱者免許事務 

個人情報取扱事務の目的 麻薬・向精神薬取扱者免許の付与等 

根拠法令等 

麻薬及び向精神薬取締法第3条第1項、第7条、第8条、第9

条、第10条、第50条第1項、第50条の4、第50条の5第1項、第

50条の7 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 麻薬免許台帳         ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬の事故に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 適正な麻薬事故処理等の確認 

根拠法令等 麻薬及び向精神薬取締法第35条第1項、第35条第3項 

個人情報の対象者の範囲 麻薬取扱者免許を有する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 各保健所 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 麻薬の廃棄に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 適正な麻薬廃棄処理等の確認 

根拠法令等 麻薬及び向精神薬取締法第29条、第35条第2項 

個人情報の対象者の範囲 麻薬取扱者免許を有する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬年間報告関係事務 

個人情報取扱事務の目的 麻薬の使用状況等に関する情報収集 

根拠法令等 
麻薬及び向精神薬取締法第 46 条、第 47 条、第 48 条、第 49

条 

個人情報の対象者の範囲 麻薬取扱者免許を有する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬小売業者間譲渡許可等の事務 

個人情報取扱事務の目的 麻薬小売業者間譲渡の許可等 

根拠法令等 
麻薬及び向精神薬取締法第 24条 

麻薬及び向精神薬取締法施行規則第 9条の 2 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 覚醒剤に係る指定事務 

個人情報取扱事務の目的 覚醒剤施用機関等の指定等 

根拠法令等 
覚醒剤取締法第3条第1項、第9条第2項、第3項、第10条、第

11条、第12条、第30条、第30条の2、第30条の4、第30条の5 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 大麻に係る免許事務 

個人情報取扱事務の目的 大麻取扱者免許の付与等 

根拠法令等 大麻取締法第 5条第 1項、第 10条 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県薬物乱用防止指導員に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
県において同指導員を委嘱し、県下の薬物乱用防止に関する

啓発活動を実施する。 

根拠法令等 薬物乱用防止指導員要綱 

個人情報の対象者の範囲 関係団体より推薦された者 計 400名 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
麻薬・覚醒剤乱用防止功労者厚生労働大臣表彰及び医薬・生

活衛生局長表彰推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 
麻薬・覚醒剤乱用防止の推進に関する功績が極めて顕著な者

等を表彰するため 

根拠法令等 

麻薬・覚醒剤乱用防止に功績のあった者に対する厚生労働大

臣感謝状候補者推薦要領、医薬・生活衛生局長表彰候補者推

薦要領 

個人情報の対象者の範囲 推薦基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬・覚醒剤乱用防止功労者知事感謝状表彰推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 
麻薬・覚醒剤乱用防止の推進に関する功績が極めて顕著な者

等を表彰するため 

根拠法令等 
麻薬・覚醒剤等薬物乱用防止に功績のあった者に対する知事

感謝状贈呈候補者選考要綱 

個人情報の対象者の範囲 推薦基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 毒物劇物製造・輸入業登録等事務 

個人情報取扱事務の目的 毒物劇物製造・輸入業登録等 

根拠法令等 

毒物及び劇物取締法第 4 条第 1 項、第 4 条第 3 項、第 7 条、

第 10条第 1項 

毒物及び劇物取締法施行令第 35条第 1項、第 36条第 1項 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（設備

等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 毒物劇物営業者登録等システム ）□無 

備考 

H17.4.1から毒物劇物販売業登録等事務が保健所へ事務委任

したため、製造・輸入業登録等事務が薬務衛生課所管となっ

た。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 各保健所 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 毒物劇物販売業登録等事務 

個人情報取扱事務の目的 毒物劇物販売業登録等 

根拠法令等 

毒物及び劇物取締法第 4 条第 1 項、第 4 条第 3 項、第 7 条、

第 10条第 1項 

毒物及び劇物取締法施行令第 35条第 1項、第 36条第 1項 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（設備

等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 毒物劇物営業者登録等システム ）□無 

備考 
H17.4.1 から毒物劇物販売業登録等事務が保健所へ事務委任

したため、保健所の所管となった。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 特定毒物研究者等許可等事務 

個人情報取扱事務の目的 特定毒物研究者等許可等 

根拠法令等 
毒物及び劇物取締法第 3 条の 2 第 3 項、第 6 条の 2 第 1 項、

第 10条第 2項 

個人情報の対象者の範囲 法令に定められた審査基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（設備

等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 毒物劇物取扱者試験事務 

個人情報取扱事務の目的 毒物劇物取扱者試験の実施 

根拠法令等 毒物及び劇物取締法第 8条 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 毒物劇物取扱者試験受験者名簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



243 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 毒物劇物取扱者試験合格証明事務 

個人情報取扱事務の目的 毒物劇物取扱者試験合格証明 

根拠法令等 証明事務等に係る手数料条例 

個人情報の対象者の範囲 毒物劇物取扱者試験合格者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 毒物劇物取扱者試験合格者名簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



244 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 麻薬中毒者に対する惜置等事務 

個人情報取扱事務の目的 麻薬中毒者又はその疑いのある者を特定するため 

根拠法令等 
麻薬及び向精神薬取締法施行細則第 4 条、第 5 条、第 6 条、

第 11条 

個人情報の対象者の範囲 麻薬中毒者又はその疑いのある者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



245 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県麻薬中毒審査会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 

麻薬中毒者の入院継続を審査する審査会委員を委嘱するとと

もに、県が行う「審議会等の見直し方針」等の基づく見直し

を円滑に実施するため 

根拠法令等 
麻薬及び向精神薬取締法第 58 条の 13、麻薬及び向精神薬取

締法施行令第 13条、愛媛県麻薬中毒審査会要領 

個人情報の対象者の範囲 委嘱委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



246 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 危険ドラッグ相談窓口事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
県民が危険ドラッグに関する相談を早期に行える体制を整え

るため 

根拠法令等 危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策 

個人情報の対象者の範囲 相談員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



247 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県薬物指定審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 
知事指定薬物の指定に係る審査を行う当審査会の委員を選任

し、円滑な運営を実施するため 

根拠法令等 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



248 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
生活衛生功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
生活衛生関係営業に関し、組織活動の推進、衛生措置の向上

等について功績が顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 
生活衛生功労者知事表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



249 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
生活衛生事業功労者厚生労働大臣表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
生活衛生関係営業に関し、組織活動の推進、衛生措置の向上

等について功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 
生活衛生事業功労者厚生労働大臣表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



250 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
生活衛生同業組合等指導事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
生活衛生営業者、生活衛生同業組合、同連合会及び生活衛生

営業指導センターに対する指導、苦情処理等を行うため 

根拠法令等 
生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律 

 

個人情報の対象者の範囲 
生活衛生同業組合役員等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



251 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
特定建築物環境衛生管理技術者選任（変更）届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
特定建築物の衛生環境維持のため、環境衛生管理技術者を専

任（変更）する 

根拠法令等 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第３項 

 

個人情報の対象者の範囲 
特定建築物環境衛生管理技術者及び維持管理権原者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



252 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
建築物における衛生的環境の確保に関する事業の登録（監督

者の専任）を行うとともに登録機関を公開に利用する 

根拠法令等 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律第１２条の２

第１項 

個人情報の対象者の範囲 
登録希望業者（監督者等） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



253 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
クリーニング師試験委員委嘱に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
クリーニング師試験委員を委嘱するため 

 

根拠法令等 
クリーニング業法第６条・第７条、クリーニング業法施行細

則第６条、クリーニング師等の試験施行規程第２条 

個人情報の対象者の範囲 
委嘱委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



254 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
クリーニング師の試験事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
クリーニング師試験のため 

 

根拠法令等 
クリーニング業法第７条 

 

個人情報の対象者の範囲 
クリーニング師試験出願者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



255 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
クリーニング師の免許事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
クリーニング師免許の交付（再交付）のため 

 

根拠法令等 
クリーニング業法第６条 

 

個人情報の対象者の範囲 
クリーニング師免許申請者（再交付申請者） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 クリーニング師の免許事務   ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



256 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
理容所開設届等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
理容所における衛生措置を確保するとともに届出施設の公開

のために利用する 

根拠法令等 
理容師法第１１条、第１１条の２、第１１条の３、第１１条

の４、理容師法施行細則第５条 

個人情報の対象者の範囲 
理容所開設者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 理容所開設届等の事務     ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



257 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
美容所開設届等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
美容所における衛生措置を確保するとともに届出施設の公開

のために利用する 

根拠法令等 
美容師法第１１条、第１２条、第１２条の２、第１２条の３ 

美容師法施行細則第５条 

個人情報の対象者の範囲 
美容所開設者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 美容所開設届等の事務     ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



258 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
理容師養成施設の指定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
理容師養成施設指定に係る基準への適合状況の確認のため 

 

根拠法令等 
理容師養成施設指定規則第３条、第４条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者、教員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



259 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
美容師養成施設の指定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
美容師養成施設指定に係る基準への適合状況の確認のため 

 

根拠法令等 
美容師養成施設指定規則第２条、第３条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者、教員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



260 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
クリーニング所開設届等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
クリーニング所における衛生措置を確保するとともに届出施

設の公開のために利用する 

根拠法令等 
クリーニング業法第５条、第５条の２、第５条の３、第９条 

クリーニング業法施行細則第９条 

個人情報の対象者の範囲 
クリーニング所開設者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



261 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
旅館業営業許可等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
旅館等における衛生措置を確保するとともに許可施設の公開

のために利用する 

根拠法令等 

旅館業法第３条、第３条の２、第３条の３、旅館業法施行規

則第４条、旅館業法施行細則第１条、第２条、第３条、第４

条、第６条、第７条、第８条 

個人情報の対象者の範囲 旅館業経営者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



262 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
公衆浴場営業許可等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
公衆浴場における衛生措置を確保するとともに許可施設の公

開のために利用する 

根拠法令等 
公衆浴場法第２条、第２条の２、公衆浴場法施行規則第４条 

公衆浴場法施行細則第１条、第２条、第３条、第４条 

個人情報の対象者の範囲 
公衆浴場経営者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



263 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
興行場営業許可等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
興行場における衛生措置を確保するとともに許可施設の公開

のために利用する 

根拠法令等 
興行場法第２条、第２条の２ 

興行場法施行細則第３条、第４条、第５条、第６条、第７条 

個人情報の対象者の範囲 
興行場経営者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



264 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県生活衛生適正化審議会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

適正化規程の認可・変更について審議する審議委員を委嘱す

るとともに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく

見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第 58

条、愛媛県生活衛生適正化審議会条例 

個人情報の対象者の範囲 
委嘱委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



265 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県公衆浴場入浴料金審議会に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

公衆浴場の入浴料金を審議する審議委員を委嘱するととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため 

根拠法令等 愛媛県公衆浴場入浴料審議会条例 

個人情報の対象者の範囲 
委嘱委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



266 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
製菓衛生師資格試験に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
製菓衛生師試験のため 

 

根拠法令等 
製菓衛生師法第４条 

 

個人情報の対象者の範囲 
受験者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 製菓衛生師資格試験受験者管理簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
製菓衛生師養成施設の指定等に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
製菓衛生師養成施設指定に係る基準への適合状況の確認のた

め 

根拠法令等 

製菓衛生師法第５条第１号、製菓衛生師法施行令第１９条、

第２０条、第２１条、第２２条、製菓衛生師法施行規則第１

７条、第２０条 

個人情報の対象者の範囲 
養成施設の長、教員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 履歴 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
製菓衛生師免許に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
製菓衛生師免許のため 

 

根拠法令等 
製菓衛生師法第３条、第６条、第６条の２、製菓衛生師法施

行令第１条、第２条、製菓衛生師施行規則第１条 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  製菓衛生師免許管理簿    ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 食品営業許可等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

食品営業の許可及び届出のため 

行政の透明性の向上を図るとともに、公開されたデータを利

活用した新しいビジネスが創出され、社会・経済の発展に寄

与することを目的とした公開のため 

根拠法令等 
食品衛生法第５５条、第５７条、食品衛生法施行条例、食品

衛生法施行細則 

個人情報の対象者の範囲 
申請者、届出者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  食品営業者管理簿      ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
食品衛生管理者設置届出等事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食品衛生管理者設置の届出等 

 

根拠法令等 
食品衛生法第４８条 

 

個人情報の対象者の範囲 
食品衛生管理者設置の届出等のあった者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（履歴、資格）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
食品衛生管理者及び食品衛生監視員の養成施設の登録等に関

する事務 

個人情報取扱事務の目的 
食品衛生管理者及び食品衛生監視員の養成施設指定に係る基

準への適合状況の確認のため 

根拠法令等 
食品衛生法第４８条第６項第３号、食品衛生法施行令第９条 

 

個人情報の対象者の範囲 
養成施設の長、教員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（履歴）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
食品等に係る違反食品処理等事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食品等に係る違反食品処理等 

 

根拠法令等 

食品衛生法第６条～第１３条、第１６条～第２０条、第２５

条、第２６条、第４８条、第５０条～第５５条、食品表示法

第５条 

個人情報の対象者の範囲 
法令に定められた基準を満たさない者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
食中毒（疑い）の調査に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食中毒（疑い）の調査処理等 

 

根拠法令等 
食品衛生法第６３条 

 

個人情報の対象者の範囲 
食中毒（疑い）により当該食品を喫食した者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
食品衛生事業功労者厚生労働大臣表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食品衛生業務に関する功績が極めて顕著な者等を表彰するた

め 

根拠法令等 
食品衛生事業功労者厚生労働大臣表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（履歴）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



275 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
食品衛生事業功労者知事表彰推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食品衛生業務に関する功績が極めて顕著な者等を表彰するた

め 

根拠法令等 
食品衛生事業功労者知事表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（履歴）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



276 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
総合衛生管理製造過程の承認制度に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
総合衛生管理製造過程の承認等に関する事務 

 

根拠法令等 

食品衛生法等の一部を改正する法律（H30法律第46号）第一

条の規定による改正前の食品衛生法第１３条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



277 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
対米対 EU輸出水産食品加工施設の認定制度に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
対米対 EU輸出水産食品加工施設の認定等に関する事務 

 

根拠法令等 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第17条第２項 

アメリカ合衆国向け輸出水産食品の取扱要綱 

英国、欧州連合、スイス及びノルウェー向け輸出水産食品取

扱要綱 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



278 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県食の安全安心推進県民会議に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

食の安全安心の推進に関する計画の策定や変更並びに食の安

全安心に関する重要な事項の調査審議を行うとともに、県が

行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実

施するため 

根拠法令等 
愛媛県食の安全安心推進条例第２５条 

 

個人情報の対象者の範囲 
委嘱委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



279 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県食品衛生推進員に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
食品衛生推進員を委嘱するため 

 

根拠法令等 
食品衛生法第６７条、愛媛県食品衛生推進員設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委嘱推進員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



280 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 
カネミ油症患者の支援に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
カネミ油症患者の支援及び油症研究推進のため、患者認定、

油症検診及び健康実態調査を行う 

根拠法令等 
カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律 

カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針 

個人情報の対象者の範囲 
カネミ倉庫製ライスオイルを摂取したことにより、健康被害

を受けた者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 油症検診            ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



281 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
調理師試験に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
有資格者であることの確認及び受験者本人を特定するため 

 

根拠法令等 
調理師法第３条の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
受験者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  調理師試験受験者管理簿   ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



282 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
調理師免許に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
申請者の欠格事項等を確認するため 

 

根拠法令等 
調理師法第３条、第４条、第４条の２、第５条、調理師法施

行令第10条、調理師法施行規則第１条、第２条 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名    調理師免許管理簿    ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



283 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 
調理師養成施設の指定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
調理師養成施設指定に係る基準への適合状況の確認のため 

 

根拠法令等 
調理師法第３条第１号、調理師法施行規則第５条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



284 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 
調理師就業届出に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
調理師の就業状況を把握するため 

 

根拠法令等 
調理師法第５条の２、調理師法施行規則第４条の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
調理師 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  調理師業務従事者届出管理簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



285 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 ふぐ取扱者試験委員委嘱に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 ふぐ取扱者試験委員を委嘱するため 

根拠法令等 
愛媛県ふぐの取扱いに関する条例第４条、愛媛県クリーニン

グ師等の試験施行規程第２条 

個人情報の対象者の範囲 試験委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 変更理由：条例名等の変更による 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



286 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 ふぐ取扱者試験に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 有資格者であることの確認及び受験者本人を特定するため 

根拠法令等 
愛媛県ふぐの取扱いに関する条例第４条、愛媛県ふぐの取扱

いに関する条例施行規則第３条 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 ふぐ取扱者試験受験者名簿  ）□無 

備考 変更理由：条例名等の変更による 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



287 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 ふぐ取扱者免許に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 申請者の欠格事項等を確認するため 

根拠法令等 
愛媛県ふぐの取扱いに関する条例第３条、愛媛県ふぐの取扱

いに関する条例施行規則第６条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 ふぐ取扱者名簿      ）□無 

備考 変更理由：条例名等の変更による 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



288 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課、保健所 

個人情報取扱事務の名称 ふぐ取扱所の届出に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 ふぐによる食中毒を防止するため 

根拠法令等 
愛媛県ふぐの取扱いに関する条例第 10条の２、愛媛県ふぐの

取扱いに関する条例施行規則第９条の２ 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



289 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 栄養関係功労者に対する厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 栄養行政に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 栄養関係功労者表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



290 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 栄養関係功労者に対する知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 栄養行政に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 栄養関係功労者の知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



291 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所、動物愛護センター 

個人情報取扱事務の名称 
動物愛護推進員委嘱に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
有資格者かどうかの判断のため 

 

根拠法令等 
動物の愛護及び管理に関する法律第 38条、愛媛県動物愛護推

進員運営要領 

個人情報の対象者の範囲 
動物愛護推進員希望者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



292 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 犬の苦情に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 犬の苦情処理のため 

根拠法令等 

狂犬病予防法第４条、第５条、第６条 

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第７条、第９条、第

19条 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 意

見・要望、相談 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



293 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 食肉衛生検査センター 

個人情報取扱事務の名称 自家用と殺届出の受理事務 

個人情報取扱事務の目的 食用に供するために行う獣畜の適正処理を確保するため 

根拠法令等 と畜場法第 13条第１項第１号、施行規則第 10条 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（職業  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



294 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 食肉衛生検査センター 

個人情報取扱事務の名称 と畜場入場証等の交付事務 

個人情報取扱事務の目的 食用に供するために行う獣畜の適正処理を確保するため 

根拠法令等 と畜場法施行細則第６条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



295 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 食肉衛生検査センター 

個人情報取扱事務の名称 と畜検査事務 

個人情報取扱事務の目的 食用に供するために行う獣畜の適正処理を確保するため 

根拠法令等 
と畜場法第 14条、と畜場法施行令第７条、と畜場法施行細則

第９条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



296 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 と畜場設置の許可等の事務 

個人情報取扱事務の目的 食用に供するために行う獣畜の適正処理を確保するため 

根拠法令等 と畜場法第３条、第４条、第８条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



297 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 化製場等の許可等の事務 

個人情報取扱事務の目的 化製場等における衛生措置を確保するため 

根拠法令等 
化製場等に関する法律第２条、第３条、細則第５条、第６

条、第８条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



298 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 捕獲人の指定事務 

個人情報取扱事務の目的 狂犬病の発生及びまん延を防止するため 

根拠法令等 狂犬病予防法第６条第２項 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



299 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 狂犬病発生届出等の受理事務 

個人情報取扱事務の目的 狂犬病の発生及びまん延を防止するため 

根拠法令等 狂犬病予防法第８条 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



300 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 動物愛護センター 

個人情報取扱事務の名称 
第一種動物取扱業の登録に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
動物の飼養施設の状況を把握するため 

 

根拠法令等 
動物の愛護及び管理に関する法律第 10 条、第 11 条、第 13

条、第 14条、第 16条 

個人情報の対象者の範囲 
申請者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（警察署、裁判所） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 第一種動物取扱業者登録簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



301 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 動物愛護センター 

個人情報取扱事務の名称 
第二種動物取扱業の届出に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
動物の飼養施設の状況を把握するため 

 

根拠法令等 
動物の愛護及び管理に関する法律第 24条の２の２、３ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（警察署、裁判所） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



302 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 動物愛護センター 

個人情報取扱事務の名称 
特定動物の飼養許可等の事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
特定動物による危害防止を図るため 

 

根拠法令等 
動物の愛護及び管理に関する法律第26条、第28条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（警察署、裁判所） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



303 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 動物愛護センター 

個人情報取扱事務の名称 
特定動物等による事故報告等の届出事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
特定動物等による危害防止を図るため 

 

根拠法令等 
愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第15条第１項、第２

項 

個人情報の対象者の範囲 
届出者、被害者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



304 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所、食肉衛生検査センター 

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理の事業の許可等の事務 

個人情報取扱事務の目的 食鳥肉等に起因する衛生上の危害防止のため 

根拠法令等 
食鳥処理の事業の規制及び検査に関する法律第３条、第４

条、第６条、第７条、第 12条、第 14条 

個人情報の対象者の範囲 申請者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



305 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 食肉衛生検査センター 

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査事務 

個人情報取扱事務の目的 食鳥肉等に起因する衛生上の危害防止のため 

根拠法令等 
食鳥処理の事業の規制及び検査に関する法律第 15条、省令第

27条第２項、施行細則第２条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



306 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理衛生管理者養成施設の登録に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
食鳥処理衛生管理者養成施設の登録に係る基準への適合状況

の確認のため 

根拠法令等 
食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第 12条第５

項第３号 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



307 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 食鳥処理衛生管理者養成講習会の登録に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
食鳥処理衛生管理者養成講習会の登録に係る基準への適合状

況の確認のため 

根拠法令等 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第 12第４号 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



308 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 各保健所 

個人情報取扱事務の名称 届出食肉販売者届出の受理事務 

個人情報取扱事務の目的 食鳥肉等に起因する衛生上の危害防止のため 

根拠法令等 
食鳥処理の事業の規制及び検査に関する法律第 17条第１項第

４号 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



309 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 食鳥検査確認規程の認定等の事務 

個人情報取扱事務の目的 食鳥肉等に起因する衛生上の危害防止のため 

根拠法令等 食鳥処理の事業の規制及び検査に関する法律第 16条 

個人情報の対象者の範囲 申請者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



310 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県動物由来感染症対策検討会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

動物由来感染症予防対策の整備のために委員を委嘱するとと

もに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直し

を円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県動物由来感染症予防体制整備事業実施要綱、愛媛県動

物由来感染症対策検討会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委嘱委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



311 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県動物愛護推進懇談会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
動物の愛護及び適正な飼養の普及啓発を推進し、人と動物が

共生する豊かな地域社会を実現するため 

根拠法令等 愛媛県動物愛護推進懇談会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委嘱委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



312 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 薬務衛生課 

保 有 薬務衛生課 

個人情報取扱事務の名称 愛玩動物看護師養成所の指定に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛玩動物看護師養成所の指定に係る基準への適合状況の確認

のため。 

根拠法令等 
愛玩動物看護師法第 31条第２号  

愛玩動物看護師法附則第２条第１号ハ及びニ 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



313 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県立衛生環境研究所倫理審査委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 委員の資格要件の確認及び連絡等、委嘱手続きに使用する。 

根拠法令等 愛媛県立衛生環境研究所倫理審査委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 倫理審査委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



314 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 職場訪問・見学等の受入れに関する事務 

個人情報取扱事務の目的 職場訪問・見学等の申込者への確認と連絡・調整を行うため 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 職場訪問・見学の参加申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



315 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 
衛生試験検査事務（医療機関及び他の官公庁から委託された

感染症に関する試験検査） 

個人情報取扱事務の目的 県民の健康被害の防止と安全性確保 

根拠法令等 
愛媛県立衛生環境研究所管理条例 

愛媛県立衛生環境研究所使用料条例 

個人情報の対象者の範囲 検査申請者、検査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



316 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 
衛生試験検査事務（医療機関及び他の官公庁から委託された

感染症に関する試験検査以外） 

個人情報取扱事務の目的 県民の健康被害の防止と安全性確保 

根拠法令等 
愛媛県立衛生環境研究所管理条例 

愛媛県立衛生環境研究所使用料条例 

個人情報の対象者の範囲 検査申請者、検査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 調査研究に関する事務（人を対象とする医学系研究） 

個人情報取扱事務の目的 公衆衛生情報の収集、解析、提供を行う。 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 調査研究対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



318 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 調査研究に関する事務（人を対象とする医学系研究以外） 

個人情報取扱事務の目的 公衆衛生情報の収集、解析、提供を行う。 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 調査研究対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 臓器移植検査事務 

個人情報取扱事務の目的 
・臓器移植の可否の判定のための検査 

・臓器移植ネットワークへ登録するための検査 

根拠法令等 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 
臓器移植希望者、臓器提供者及び臓器移植ネットワークの臓

器提供希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 臓器移植推進会議委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
県内の臓器移植推進に係る課題について検討するため、関係

医療機関の実務担当者に対し、推進会議委員の委嘱を行う。 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 
脳死下臓器提供または死体移植が可能な医療機関の実務担当

者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



321 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 自然観察会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 自然観察会申込者への確認と連絡・調整を行うため 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 自然観察会参加申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（参加家族員）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



322 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 生物多様性アドバイザーに関する事務 

個人情報取扱事務の目的 生物多様性えひめ戦略に係るアドバイザーの登録を行うため 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 生物多様性アドバイザー登録者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



323 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 特定外来生物情報収集事務 

個人情報取扱事務の目的 
特定外来生物等に係る情報（目撃・集団発生・被害等）を収

集するため 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 情報提供者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



324 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 
生物多様性保全・再生モデル地区推進事業の委託に関する事

務 

個人情報取扱事務の目的 生物多様性保全・再生モデル地区推進事業の委託契約のため 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 事業委託者（組織構成員） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



325 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 衛生環境研究所 

保 有 衛生環境研究所 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県気候変動適応協議会事務 

個人情報取扱事務の目的 委員の委嘱手続等に使用する。 

根拠法令等 愛媛県気候変動適応協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県気候変動適応協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



326 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 

えひめ結婚支援センター（一般社団法人愛媛県法

人会連合会（えひめ結婚支援センター運営事業受

託者）） 

個人情報取扱事務の名称 えひめ結婚支援センター運営事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
えひめ結婚支援センターが実施する結婚支援イベントや愛結

び推進事業等の利用者の確認と連絡を行う。 

根拠法令等 えひめ結婚支援センター運営事業委託契約書 

個人情報の対象者の範囲 
結婚支援イベント、愛結び推進事業及び啓発セミナーの利用

者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 婚姻

歴 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  えひめ結婚支援センター運営事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



327 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県子ども・子育て会議関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

子ども・子育て支援事業支援計画をはじめとする子ども・子

育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進等を行うた

めに、子どもの保護者や有識者等の委員と連絡を行うもの。 

根拠法令等 愛媛県子ども・子育て会議条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容           ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
平成25年10月31日付けで廃止した愛媛県次世代育成支援対策

地域協議会関係事務を、本事務へ引き継ぐ。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



328 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県男女共同参画会議に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的かつ総合的な

政策や重要事項を審議するとともに、県が行う「審議会等の

見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 愛媛県男女共同参画推進条例第 26条 

個人情報の対象者の範囲 委員及び委員候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



329 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 女性人材リスト女性人材カード事務 

個人情報取扱事務の目的 

県や市町の審議会等の委員などへの女性の登用を促進すると

ともに、事業の講師等に活用してもらうため、各分野で活躍

している女性の活動状況などについて情報を保有 

根拠法令等 愛媛県女性人材リスト作成要領 

個人情報の対象者の範囲 
県内に居住する女性で、企業・団体・グループで指導的立場

にある人などで、本人の承諾を得た者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



330 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県男女共同参画センター相談事務 

個人情報取扱事務の目的 

女性に関する相談及び配偶者等からの暴力に関する相談を受

け付け、助言、情報提供等により、相談者の状況の改善を図

る 

根拠法令等 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第３

条 

愛媛県男女共同参画センター管理条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県男女共同参画センター相談窓口への相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 男女共同参画センター管理委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



331 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県男女共同参画センター図書情報資料室管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
所蔵する図書を適切に管理するため、図書を借りる利用者の

氏名等を確認する 

根拠法令等 
愛媛県男女共同参画センター図書情報資料室及びパソコン利

用要領 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県男女共同参画センターで図書を借りようとする個人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 男女共同参画センター管理委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



332 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 男女共同参画に関する県民世論調査事務 

個人情報取扱事務の目的 

男女共同参画の視点から県民の日常生活における性別役割分

担等の意識や実態等を把握し、今後の男女共同参画の施策の

基礎データとするため 

根拠法令等 男女共同参画に関する県民世論調査実施要領 

個人情報の対象者の範囲 調査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容名 男女共同参画に関する世論調査事業 ）

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



333 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県男女共同参画推進委員に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 県の施策についての苦情や人権侵害の申出の処理 

根拠法令等 愛媛県男女共同参画推進条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県男女共同参画推進委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容名                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



334 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県ドメスティック・バイオレンス防止対策推進会議に関

する事務 

個人情報取扱事務の目的 

ドメスティック・バイオレンスの防止に関する県の施策への

提言や情報交換を行うとともに、県が行う「審議会等の見直

し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため 

根拠法令等 
愛媛県ドメスティック・バイオレンス防止対策推進会議設置

要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員及び委員候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容名                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



335 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 女性のチャレンジ賞表彰候補者の推薦に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
内閣府が実施する「女性のチャレンジ賞」表彰の候補者を推

薦するため 

根拠法令等 女性のチャレンジ賞実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 推薦候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容名                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



336 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 
男女共同参画社会づくり功労者内閣総理大臣表彰候補者の推

薦に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
内閣府が実施する「内閣府男女共同参画社会づくり功労者内

閣総理大臣表彰」の候補者を推薦するため 

根拠法令等 男女共同参画社会づくり功労者内閣総理大臣表彰実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 推薦候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容名                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



337 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 女性団体一覧表作成事務 

個人情報取扱事務の目的 県レベルの女性団体の状況を把握するため 

根拠法令等 女性団体の状況を把握するのに必要なため 

個人情報の対象者の範囲 県内女性団体の代表者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容名                ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 女性活躍推進に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
ひめボス宣言事業所の認証や女性活躍推進のためのセミナー

等開催やメンター（助言者）による個別面談に必要のため 

根拠法令等 新ひめボス宣言事業所魅力化推進事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 ひめボス宣言事業所（申請事業所含む）、セミナー等参加者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（銀行口座等）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 

☑有（委託内容名 ひめボス宣言事業所魅力化推進事業）□

無 

 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



339 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 家事参画推進及び育休支援に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 セミナー等開催や相談対応に必要のため 

根拠法令等 家事参画・育休支援事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 セミナー等参加者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容名 家事参画・育休支援事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



340 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

保 有 子育て支援課少子化対策・男女参画室 

個人情報取扱事務の名称 えひめ性暴力被害者支援センター相談事務 

個人情報取扱事務の目的 
性暴力被害者等から性暴力に関する相談を受け付け、助言、

情報提供等により、相談者の状況の改善を図る 

根拠法令等 えひめ性暴力被害者支援センター 運営事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 えひめ性暴力被害者支援センター相談窓口への相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 

☑有（委託内容名 えひめ性暴力被害者支援センター運営事

業委託） 

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



341 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 民生委員・児童委員（主任児童委員）の委嘱・解嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
法に基づいて民生児童委員（主任児童委員）の推薦・解嘱具

申を行い、指揮監督するため。 

根拠法令等 民生委員法、主任児童委員選任要領 

個人情報の対象者の範囲 主任児童委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（担当市

町村） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



342 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
民生委員・児童委員（主任児童委員）に対する厚生労働大臣

感謝状授与事務 

個人情報取扱事務の目的 

社会福祉の増進に貢献した民生委員・児童委員に対し、その

職を退くに際してその労苦をねぎらい感謝の意をあらわすた

め。 

根拠法令等 民生委員・児童委員に対する感謝状授与要綱 

個人情報の対象者の範囲 基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。



343 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 ＶＹＳ知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
永年、活動を継続して社会福祉と児童健全育成に貢献したＶ

ＹＳ団体及びＶＹＳ会員に対し、功績を称えるため。 

根拠法令等 優良ＶＹＳ団体等知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 知事表彰候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ＶＹＳ

活動状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



344 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 えひめこどもの城管理運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
えひめこどもの城の管理運営に必要な業務として実施する各

種事業への参加者等の確認と連絡を行う。 

根拠法令等 えひめこどもの城管理条例 

個人情報の対象者の範囲 来園者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  指定管理者による管理     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  



345 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 病児保育事業届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 
病児保育事業における職員の配置状況等を把握し事業の適切

な運営を確保する。 

根拠法令等 児童福祉法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 届出者における事業従事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ＶＹＳ

活動状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



346 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 放課後児童支援員認定資格研修事業事務 

個人情報取扱事務の目的 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第 10条

第３号の各号のいずれかに該当する者が、放課後児放課後児

童支援員として必要な知識・技能を習得した有資格者である

ことを認定するため 

根拠法令等 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



347 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 「未来をつくる こどもまんなかアワード」推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 

未来をつむぐ「こども・若者」部門、未来へつなぐ「応援

団」部門について、これを表彰するため、内閣府に推薦を行

う。 

根拠法令等 「未来をつくる こどもまんなかアワード」候補者推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



348 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 少年補導委員知事感謝状贈呈事務 

個人情報取扱事務の目的 
少年補導活動に従事し、顕著な功績のあった者を表彰するた

め 

根拠法令等 少年補導委員に対する知事感謝状贈呈要領 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



349 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県青少年保護審議会委員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
青少年保護条例に基づく各種制限・規制命令等に対する諮問

機関の委員を委嘱するため 

根拠法令等 
愛媛県執行機関の付属機関設置条例 

愛媛県青少年保護審議会規程 

個人情報の対象者の範囲 審議会構成員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



350 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 内閣府青年国際交流事業に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
日本の青年を海外に派遣し、訪問国青年との国際協力、ボラ

ンティアの体験を通じ相互の友好と理解を促進する 

根拠法令等 国際青年育成交流事業要領 

個人情報の対象者の範囲 申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



351 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 優良青少年団体及び青少年知事表彰贈呈事務 

個人情報取扱事務の目的 
健全な青少年の活動を助長するため、模範となるような実績

を積んでいる青少年団体及び青少年に対し表彰するため 

根拠法令等 優良青少年団体及び青少年知事表彰要領 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



352 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県青少年保護条例に基づく立入調査等事務 

個人情報取扱事務の目的 

青少年の健全な育成を阻害するおそれのある行為から青少年

を保護し、青少年の健全な育成を図るため、条例の実施状況

について調査する。 

根拠法令等 愛媛県青少年保護条例第１７条 

個人情報の対象者の範囲 関係業者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



353 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 災害遺児福祉手当支給事務 

個人情報取扱事務の目的 

交通災害、労働災害及び天災等による遺児の保護者に対し災

害遺児福祉手当を支給することにより遺児の福祉を増進す

る。 

根拠法令等 愛媛県災害遺児福祉手当支給規則 

個人情報の対象者の範囲 交通災害、労働災害及び天災等による遺児の保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（災害に

よる被害状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



354 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 ひとり親家庭等に対する相談支援事務 

個人情報取扱事務の目的 

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦（以下「ひとり親家庭等」

という。）に対し、身上相談に応じ、その自立に必要な指導

を行う等により、ひとり親家庭等の福祉の増進を図る。 

根拠法令等 
母子及び父子並びに寡婦福祉法第８条 

厚生労働省子ども家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 母子・父子自立支援員相談支援家庭 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



355 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 母子福祉資金貸付事務 

個人情報取扱事務の目的 

配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの又はその扶

養している児童に対し、配偶者のない女子の経済的自立の助

成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童

の福祉を増進するため、母子福祉資金の貸付けを行う。 

根拠法令等 母子及び父子並びに寡婦福祉法第13条 

個人情報の対象者の範囲 申請者、資金借受者、連帯保証人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名                ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



356 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 父子福祉資金貸付事務 

個人情報取扱事務の目的 

配偶者のない男子で現に児童を扶養しているもの又はその扶

養している児童に対し、配偶者のない男子の経済的自立の助

成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童

の福祉を増進するため、父子福祉資金の貸付けを行う。 

根拠法令等 母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条の6 

個人情報の対象者の範囲 申請者、資金借受者、連帯保証人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



357 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 寡婦福祉資金貸付事務 

個人情報取扱事務の目的 

寡婦又は寡婦の被扶養者に対し、寡婦の経済的自立の助成と

生活意欲の助長を図り、あわせて寡婦の被扶養者の福祉を増

進するため、寡婦福祉資金の貸付けを行う。 

根拠法令等 母子及び父子並びに寡婦福祉法第32条 

個人情報の対象者の範囲 申請者、資金借受者、連帯保証人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



358 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 母子家庭等自立支援事業に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

母子家庭等自立支援事業に係る自立支援教育訓練費、高等職

業訓練促進給付金等及び高等学校卒業程度認定試験合格支援

給付金を支給することにより、母子家庭の母及び父子家庭の

父の就業促進を図る。 

根拠法令等 
母子及び父子並びに寡婦福祉法第 31条、第 31条の 10 

厚生労働省子ども家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



359 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 児童扶養手当事務 

個人情報取扱事務の目的 
父又は母と生計が同一でない児童が育成される家庭生活の安

定と自立を促進するため児童扶養手当を支給する。 

根拠法令等 児童扶養手当法第2条、第4条、第6条 

個人情報の対象者の範囲 申請者、受給資格者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（異議申

立書） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名                ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



360 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 児童扶養手当認定遺棄証明事務 

個人情報取扱事務の目的 
父又は母と生計が同一でない（遺棄）児童が育成される家庭

生活の安定と自立を促進するため児童扶養手当を支給する。 

根拠法令等 

児童扶養手当法第4条、同政令第1条の2、同第1条の3、児童

扶養手当及び特別児童扶養手当関係書類市町村審査要領第1

の1(2)キ(イ) 

個人情報の対象者の範囲 証明申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



361 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 母子家庭等就業支援講習会修了証書交付事務 

個人情報取扱事務の目的 

母子家庭の母、寡婦及び父子家庭の父の就労を促進するた

め、就業に結びつく可能性の高い知識や技能を修得させる講

習会を実施し、母子家庭の母、寡婦及び父子家庭の父の自立

促進と生活の安定を図る。 

根拠法令等 母子家庭等就業・自立支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 講習会修了者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 有（委託内容 講習会の開催）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



362 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 母子福祉団体育成功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
母子家庭の母又は寡婦で母子福祉団体の育成、発展に貢献し

た者を表彰する。 

根拠法令等 母子福祉団体育成功労者知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



363 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人認可事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉法人の適切な運営の確保。 

 

根拠法令等 
社会福祉法第31条 

 

個人情報の対象者の範囲 
法人の役員・従事職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  



364 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人定款変更承認事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉法人の適切な運営の確保。 

 

根拠法令等 
社会福祉法第43条 

 

個人情報の対象者の範囲 
法人の新規役員・新規事業従事職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



365 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人基本財産担保提供承認事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉法人の円滑な事業の実施のために、法人財産の担保

提供の適切性を判断する。 

根拠法令等 

社会福祉法人の認可について（H12.12.1障第890号・社援第2618号・老発第

794号・児発第908号厚生省大臣官房障害保健福祉部長・社会・援護・老人保健福祉・児童家

庭局長連名通知） 

個人情報の対象者の範囲 
申請者の保証人・申請者への寄附予定者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



366 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
認可外保育施設指導監督事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
認可外保育施設に入所する児童の安全・健康の確保 

 

根拠法令等 
児童福祉法第59条 

 

個人情報の対象者の範囲 
保育所の設置者、職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



367 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 保育士登録業務 

個人情報取扱事務の目的 保育士となる資格を持つ者を保育士として登録する。 

根拠法令等 

児童福祉法の一部を改正する法律（平成 13 年法律第 135 号）附則

第 2条 

児童福祉法第 18条の 18第 3項 

児童福祉法施行令第17条第1項、第18条第1項 

個人情報の対象者の範囲 保育士試験受験申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 保育士登録事務委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 保育士登録簿）□無 

備考 
委託先：社会福祉法人日本保育協会（登録事務処理センタ

ー） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



368 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 保育士試験受験事務 

個人情報取扱事務の目的 
保育士資格を取得したい者を対象として、保育士試験を実施

する。 

根拠法令等 児童福祉法、児童福祉法施行令、児童福祉法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 
保育士試験受験申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



369 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設（保育所）設置認可、変更届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 
保育所における職員の配置状況を把握し保育所の適切な運営

を確保する。 

根拠法令等 児童福祉法施行規則、児童福祉法施行細則 

個人情報の対象者の範囲 届出者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



370 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
産休等代替職員設置事業に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

児童福祉施設等の職員が出産及び傷病のため、長期間にわたっ
て継続する休暇を必要とする場合、その職員の職務を行わせる
ための産休等代替職員を臨時的に任用し、県がその所要経費を
負担することにより、職員の身体の保護と施設における児童等
の処遇の確保をはかる。 

根拠法令等 
愛媛県産休等代替職員制度実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
児童福祉施設等の職員のうち、産休・病休を取得する職員及

びその代替職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 根拠法令等の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



371 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 愛媛県立保育専門学校 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県立保育専門学校学籍関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
本校の学生として承認された所在を明確にし、その指導の過

程や結果を記録するため。 

根拠法令等 愛媛県立保育専門学校処務規規程 

個人情報の対象者の範囲 在学生及び卒業生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 専門学校は H20.3.31に廃校 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



372 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 保育所、幼稚園、認定こども園関係者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 被表彰者の選考を行うため 

根拠法令等 愛媛県政発足記念日知事表彰受賞候補者選考要領等 

個人情報の対象者の範囲 表彰の候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



373 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、所管地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
民間補助に係る保育所施設等整備事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
民間補助事業により保育所施設等整備を行い、入所児童の福

祉の向上を図る。 

根拠法令等 
民間公益法人の交付要綱等 

 

個人情報の対象者の範囲 
民間法人役員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



374 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
児童福祉施設設置認可及び届出受理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
児童福祉施設設置認可及び届出受理事務 

 

根拠法令等 
児童福祉法施行規則第 37条 

 

個人情報の対象者の範囲 
施設設置者、施設経営責任者、実務担当幹部職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



375 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
独立行政法人福祉医療機構の貸付金に伴う事務（児童福祉施

設分） 

個人情報取扱事務の目的 
保育所の設置に必要な資金を、独立行政法人福祉医療機構が

民間法人に貸し付けることにより社会福祉の増進を図る。 

根拠法令等 
独立行政法人福祉医療機構法第 12条 

独立行政法人福祉医療機構業務方法書 

個人情報の対象者の範囲 
民間法人役員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 名称の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



376 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
保育士等バンク管理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
臨時託児所等の設置に要する保育士等の情報を登録し、臨時

託児所を設置しようとする者に提供する。 

根拠法令等 
愛媛県保育士等バンク実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
登録申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



377 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
一時預かり事業開始、変更、廃止（休止）届出受理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
一時預かり事業における職員の配置状況等を把握し事業の適

切な運営を確保する。 

根拠法令等 
児童福祉法施行規則 

児童福祉法施行細則 

個人情報の対象者の範囲 
届出者における従業員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



378 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

個人情報取扱事務の名称 保育士・保育所支援センター関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
保育所への就職を希望する方等に対し、就職に係る情報を提

供し、就職を支援するもの。 

根拠法令等 愛媛県保育士・保育所支援センター運営事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県保育士・保育所支援センター利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 愛媛県保育士・保育所支援センター運営事業）

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



379 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 施設型給付費及び地域型保育給付費加算認定事務 

個人情報取扱事務の目的 施設型給付費及び地域型保育給付の加算の認定確認のため 

根拠法令等 

施設型給付費等に係る処遇改善等加算について（平成 27 年 3

月 31日付け、府政共生第 349号 26文科初第 1463号、雇児発

0331第 10号） 

個人情報の対象者の範囲 申請者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



380 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
幼保連携型認定こども園の認可申請、変更等届出受理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
幼保連携型認定こども園における職員の配置状況等を把握

し、認可の適否及び変更の可否を判断する。 

根拠法令等 

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第 16条、第 17条及び第 29条 

○愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基

準を定める条例 

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律施行細則 

個人情報の対象者の範囲 届出者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



381 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定申請、変

更届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園における職員の

配置状況等を把握し認定の適否及び変更の可否を判断する。 

根拠法令等 

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第３条、第４条及び第 29条 

○愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基

準を定める条例 

○就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律施行細則 

個人情報の対象者の範囲 届出者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



382 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 教育・保育に関する情報の報告受理事務 

個人情報取扱事務の目的 
小学校前の子どもが教育・保育を受ける機会を確保するため

に必要な情報の公表に必要であるため 

根拠法令等 
子ども・子育て支援法第 58条 

子ども・子育て支援法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 申請者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



383 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 特定教育・保育施設等の業務管理体制整備報告受理事務 

個人情報取扱事務の目的 
特定教育・保育事業者及び特定地域型保育事業者における業

務管理体制整備状況の確認のため 

根拠法令等 
子ども・子育て支援法 

子ども・子育て支援法移行規則 

個人情報の対象者の範囲 申請者における従業員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容          ）       ☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



384 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 校長採用届事務 

個人情報取扱事務の目的 私立学校（幼稚園）の園長の採用把握及び資格確認のため。 

根拠法令等 学校教育法第10条 

個人情報の対象者の範囲 私立学校の校（園）長 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



385 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 私立学校認可事務 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校（幼稚園）の認可に際し、園長の資格・教職員の資

格及び人数を確認するため。 

根拠法令等 学校教育法４条 

個人情報の対象者の範囲 校（園）長、教職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（免許状）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



386 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 私立学校等の実態調査事務 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校及び学校法人の実態把握及び各種統計の基礎資料と

するため。 

根拠法令等 私立学校法第６条 

個人情報の対象者の範囲 
私立学校の校（園）長、教職員 

学校法人の理事長、理事、監事、評議員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



387 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県私立学校運営費補助金（幼稚園特別支援教育費補助）

事務 

個人情報取扱事務の目的 補助対象の判定 

根拠法令等 
愛媛県私立高等学校運営費補助金（幼稚園特別支援教育費補

助）交付要綱第５条 

個人情報の対象者の範囲 学校法人立の幼稚園在園者のうち補助対象となる障害幼児 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（       ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



388 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 廃止私立学校の学事関係証明事務 

個人情報取扱事務の目的 

廃止された私立学校に在学又は卒業した者の学習及び健康の

状況を記録した書類を保存し、必要に応じ卒業・成績証明書

を交付する。 

根拠法令等 学校教育法施行令第31条 

個人情報の対象者の範囲 在学又は卒業した者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（      ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



389 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 役員変更届事務 

個人情報取扱事務の目的 学校法人役員の変更状況の把握及び資格確認のため。 

根拠法令等 
私立学校法施行令第１条第１項 

私立学校法施行規則第13条第１項 

個人情報の対象者の範囲 学校法人の理事長・理事・監事 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



390 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
指定保育士養成施設 指定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
指定保育士養成施設の指定 

 

根拠法令等 

児童福祉法第 18条の６第１号 

児童福祉法施行令 

児童福祉法施行規則 

個人情報の対象者の範囲 
設置者・教職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



391 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉に関する相談事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉に関する相談 

根拠法令等 児童福祉法第 12条第 2項 

個人情報の対象者の範囲 児童、保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 有（委託内容 祝休日電話相談事業       ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考 祝休日電話相談事業開始（H28.4.1～） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



392 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 児童及び家庭についての調査判定事務 

個人情報取扱事務の目的 処遇方針の決定 

根拠法令等 児童福祉法第 12条第 2項 

個人情報の対象者の範囲 児童、保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



393 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 児童及び保護者に対する訓戒、指導又は児童の入所措置事務 

個人情報取扱事務の目的 児童及び保護者に対する訓戒、指導又は児童の入所措置 

根拠法令等 
児童福祉法第 12 条第 2 項、第 27 条第 1 項第 1 号～3 号、第

26条第 1項第 2号、第 27条の 2、第 28条、第 31条第 2項 

個人情報の対象者の範囲 児童、保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



394 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 一時保護（委託）事務 

個人情報取扱事務の目的 児童の一時保護（委託） 

根拠法令等 
児童福祉法第 12条第 2項 

児童福祉法第 33条 

個人情報の対象者の範囲 一時保護児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



395 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 助産実施事務 

個人情報取扱事務の目的 助産実施 

根拠法令等 児童福祉法第22号 

個人情報の対象者の範囲 助産施設入所申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



396 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 母子保護実施事務 

個人情報取扱事務の目的 母子保護の実施 

根拠法令等 児童福祉法第23条、第31条第１項 

個人情報の対象者の範囲 母子生活支援施設入所申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



397 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 
子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設入所措置報告取扱事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設入所措置等の状況把握 

根拠法令等 児童福祉法第 26条 

個人情報の対象者の範囲 児童相談所による措置児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



398 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 家庭裁判所送致事務 

個人情報取扱事務の目的 家庭裁判所送致 

根拠法令等 児童福祉法第 27条第 1項第 4号、第 27条の 3、第 28条 

個人情報の対象者の範囲 要家裁送致児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



399 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童を同居させた旨の届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 児童を同居させた旨の届出受理 

根拠法令等 児童福祉法第 30条 

個人情報の対象者の範囲 児童を同居させている者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



400 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童を同居させた旨の届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 児童を同居させた旨の届出受理 

根拠法令等 児童福祉法第 30条 

個人情報の対象者の範囲 同居している児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



401 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童を同居させた旨の届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 児童を同居させた旨の届出受理 

根拠法令等 児童福祉法第 30条 

個人情報の対象者の範囲 同居している児童の親権者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



402 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 入所児童ケース記録等事務 

個人情報取扱事務の目的 入所児童の処遇及び記録 

根拠法令等 児童福祉法第 30条の 2 

個人情報の対象者の範囲 入所措置児童、保護者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考 児童相談システム導入（H27.12.18～） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



403 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 えひめ学園 

個人情報取扱事務の名称 入所児童処遇事務 

個人情報取扱事務の目的 入所児童の処遇 

根拠法令等 児童福祉法第 44条 

個人情報の対象者の範囲 入所児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

人種 □信条 社会的身分 病歴 犯罪の経歴 

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 □資

産・収入の状況  意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



404 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設入所措置費支弁事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設入所措置費支弁 

根拠法令等 児童福祉法第 50条第 7号 

個人情報の対象者の範囲 児童福祉施設入所児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



405 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課、各児童相談

所 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設入所費用徴収事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設入所費用徴収 

根拠法令等 児童福祉法第 56条 

個人情報の対象者の範囲 児童福祉施設入所児童（者）の扶養義務者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（入所者との続柄）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（社会保

険加入状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



406 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各地方局地域福祉課、各児童相談

所 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設入所費用徴収事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設入所費用徴収 

根拠法令等 児童福祉法第 56条 

個人情報の対象者の範囲 児童福祉施設入所児童（者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（社会保

険加入状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



407 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛母子生活支援センター入所者費用徴収額決定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛母子生活支援センター入所者費用徴収額決定 

 

根拠法令等 
児童福祉法第56条第２号 

児童福祉法第56条の規定による費用額徴収 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛母子生活支援センター 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



408 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 入所児童についての届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 入所児童についての届出受理 

根拠法令等 児童福祉法施行規則第 27条 

個人情報の対象者の範囲 施設入所児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



409 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課、各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 里親認定及び登録事務 

個人情報取扱事務の目的 
里親申込者の里親としての適否の判断及び里親名簿への登録

を行う。 

根拠法令等 
里親の認定等に関する省令（第 6条、第 9条） 

児童福祉法施行規則（第 23条の 4、同 5、同 6） 

個人情報の対象者の範囲 里親申込者及び既登録者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 名称、根拠法令等の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



410 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童福祉施設設置認可及び届出受理事務 

個人情報取扱事務の目的 児童福祉施設設置認可及び届出受理事務 

根拠法令等 児童福祉法施行規則第 37条 

個人情報の対象者の範囲 施設設置者、施設経営責任者、実務担当幹部職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



411 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 女性相談支援センター 

保 有 女性相談支援センター 

個人情報取扱事務の名称 困難な問題を抱える女性の一時保護事務 

個人情報取扱事務の目的 
法に基づき、困難な問題を抱える女性の緊急時における安全の

確保等のために必要な保護を行う。 

根拠法令等 
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第９条第３項第

２号 

個人情報の対象者の範囲 困難な問題を抱える女性 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔画

像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容             ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



412 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 女性相談支援センター 

保 有 女性相談支援センター 

個人情報取扱事務の名称 
困難な問題を抱える女性の女性自立支援施設への入所 

 

個人情報取扱事務の目的 

法に基づき、困難な問題を抱える女性を入所させて、保護す

るとともに、医学的又は心理学的な援助を行い、自立の促進

のためにその生活を支援する。 

根拠法令等 
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第12条 

 

個人情報の対象者の範囲 
困難な問題を抱える女性 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



413 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 
女性相談支援センター、東予及び南予子ども・女性

支援センター 

個人情報取扱事務の名称 女性相談事務 

個人情報取扱事務の目的 女性に関する悩みに関する相談事務 

根拠法令等 
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第９条第３項第

１号 

個人情報の対象者の範囲 困難な問題を抱える女性その他相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔画

像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



414 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 女性相談支援センター 

保 有 女性相談支援センター 

個人情報取扱事務の名称 女性夜間ダイヤル相談事務 

個人情報取扱事務の目的 女性に関する悩みに関する相談事務 

根拠法令等 
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 

女性夜間ダイヤル相談事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 
困難な問題を抱える女性その他相談者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔画

像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 有（委託内容 女性のための夜間電話相談事業 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



415 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 入所児童処遇特別加算認定事務 

個人情報取扱事務の目的 入所児童処遇特別加算の認定。 

根拠法令等 H2.6.7児発第 475号の 6厚生省児童家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 加算対象職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（雇用条

件） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



416 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 就職支度費特別基準認定事務 

個人情報取扱事務の目的 就職支度費特別基準認定。 

根拠法令等 H7.4.3児企第 25号厚生省児童家庭局企画課長通知 

個人情報の対象者の範囲 児童福祉施設入所児童のうち就職予定児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



417 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 乳児院病虚弱等児童加算費適用承認事務 

個人情報取扱事務の目的 乳児院病虚弱等児童加算費適用承認 

根拠法令等 H10.6.12児発第 458号厚生省児童家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 乳児院病虚弱等児童加算費適用申請対象児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



418 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 民間施設給与等改善費設定事務 

個人情報取扱事務の目的 措置費保護単価の設定 

根拠法令等 H11.4.30児発第 416号厚生省児童家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 民間児童福祉施設職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



419 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童養護施設及び乳児院心理療法実施施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 児童養護施設及び乳児院心理療法実施施設の指定。 

根拠法令等 H11.4.30児発第 419号厚生省児童家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 心理療法担当職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



420 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 児童養護施設及び乳児院心理療法実施施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 児童養護施設及び乳児院心理療法実施施設の指定 

根拠法令等 H11.4.30児発第 419号厚生省児童家庭局長通知 

個人情報の対象者の範囲 心理療法対象児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（施設入

所理由） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



421 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 家庭支援専門相談員配置施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 家庭支援専門相談員配置施設の指定 

根拠法令等 
H16.4.28 雇児発第 0428005 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 家庭支援専門相談員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



422 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 各児童相談所 

個人情報取扱事務の名称 児童虐待防止等地域ネットワーク整備事務 

個人情報取扱事務の目的 児童虐待防止等地域ネットワーク整備 

根拠法令等 
H17.5.2 雇児発第 0502001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 地域協力員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



423 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 えひめ学園 

個人情報取扱事務の名称 相談事務 

個人情報取扱事務の目的 児童に関する相談 

根拠法令等 児童福祉法第 48条の２ 

個人情報の対象者の範囲 要生活指導児童 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



424 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 被虐待児受入加算費適用承認事務 

個人情報取扱事務の目的 被虐待児受入加算費適用承認事務 

根拠法令等 
H16.5.17 雇児発第 0517001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 被虐待児受入加算費申請対象児童、当該対象児童の家族 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



425 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 一時保護委託児童の被虐待児受入加算費適用承認事務 

個人情報取扱事務の目的 一時保護委託児童の被虐待児受入加算費適用承認事務 

根拠法令等 
H17.4.19 雇児発第 0419001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 被虐待児受入加算費申請対象児童、当該対象児童の家族 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



426 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 小規模グループケア実施施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 小規模グループケア実施施設の指定 

根拠法令等 
H17.3.30 雇児発第 0330008 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 小規模グループケア対象児童、小規模グループケア担当職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（施設入

所理由） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



427 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 地域小規模児童養護施設指定事務 

個人情報取扱事務の目的 地域小規模児童養護施設の指定 

根拠法令等 
H17.3.31 雇児発第 0331005 号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知 

個人情報の対象者の範囲 
地域小規模児童養護施設入所児童、地域小規模児童養護施設

担当職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（施設入

所理由） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



428 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 
愛媛県立愛媛母子生活支援センター指定管理者 

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県立愛媛母子生活支援センター管理運営事務 

個人情報取扱事務の目的 母子生活支援センターの管理運営 

根拠法令等 
児童福祉法第23条・児童福祉法第31条第1項 

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 母子生活支援施設入所者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔画

像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 信条 □社会的身分 病歴 犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容              ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



429 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 

個人情報取扱事務の名称 妊産婦等生活援助所運営事務 

個人情報取扱事務の目的 妊産婦等生活援助事業の実施 

根拠法令等 
児童福祉法第６条の３第18項 

 

個人情報の対象者の範囲 妊産婦等生活援助対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔画

像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 信条 □社会的身分 病歴 犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

心身の状況 家庭生活の状況 社会生活の状況 資

産・収入の状況  意見・要望  相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容              ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



430 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 民間あっせん機関による養子縁組あっせん事務 

個人情報取扱事務の目的 
民間あっせん機関と養親希望者との養子縁組のあっせんに係

る事業について、都道府県知事に報告 

根拠法令等 
民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保

護等に関する法律（第 32条第１項、第２項） 

個人情報の対象者の範囲 養親希望者、児童、児童の父母 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



431 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子育て支援課 

保 有 子育て支援課 

個人情報取扱事務の名称 
民間あっせん機関による養子縁組のあっせんにおける養育開

始に係る届出事務 

個人情報取扱事務の目的 

あっせん機関は、養子縁組のあっせんに係る養親希望者が児

童の養育を開始から一月以内に児童の居住地の都道府県知事

に届出 

根拠法令等 
民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保

護等に関する法律（第 32条第３項） 

個人情報の対象者の範囲 養親希望者、児童、児童の父母 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



432 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰事務（自

立更生者） 

個人情報取扱事務の目的 
知的障がい児及び知的障がい者として、自立更生し、他の模

範となると認められる者を表彰する。 

根拠法令等 
愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者（自立更生者） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況  社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、賞罰） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



433 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰事務（更

生援護功労者） 

個人情報取扱事務の目的 
自立更生により他の模範となる知的障がい児及び知的障がい

者の更生援護に対する功績が著しい者を表彰する。 

根拠法令等 
愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者（自立更生者） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実  心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況  社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、賞罰） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



434 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県障がい者自立支援協議会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

県内における障がい者等への相談支援体制の整備等について
協議を行う当協議会の委員を選任し円滑な運営を行うととも
に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを
円滑に実施するため。 

根拠法令等 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第89条の3、愛媛県障がい者自立支援協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



435 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者相談支援従事者研修開催事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者ケアマネジメントの実施体制を整備するため、相談

支援専門員の養成及び資質向上のための研修を開催する。 

根拠法令等 
相談支援従事者研修事業実施要綱 

地域生活支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 研修事業の委託         ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 障がい者相談支援従事者研修修了者名

簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 心身障害者扶養共済制度施行事務 

個人情報取扱事務の目的 

心身障がい者の保護者が死亡又は重度障害となった後、残さ

れた障がい者に生涯一定額の年金を支給することにより、障

がい者の生活の安定を図る。 

根拠法令等 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例 

個人情報の対象者の範囲 加入者（保護者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 心身障害者扶養共済制度加入者台帳） 

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



437 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 心身障害者扶養共済制度施行事務 

個人情報取扱事務の目的 

心身障がい者の保護者が死亡又は重度障害となった後、残さ

れた障がい者に生涯一定額の年金を支給することにより、障

がい者の生活の安定を図る。 

根拠法令等 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例 

個人情報の対象者の範囲 障がい者（年金受給権者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☐有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 心身障害者扶養共済制度受給者台帳） 

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



438 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 

自立更生により他の模範となる知的障がい児及び知的障がい

者の更生援護に対する功績が著しい者の表彰について、候補

者を推薦する。 

根拠法令等 
愛媛県手をつなぐ育成会研修大会における知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況  社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、賞罰） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



439 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 
福祉総合支援センター 
東予子ども・女性支援センター 
南予子ども・女性支援センター 

保 有 

福祉総合支援センター 
東予子ども・女性支援センター 
南予子ども・女性支援センター 
障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 療育手帳交付事務 

個人情報取扱事務の目的 

知的障がい者の一貫した療育・指導を図るとともに、各種サ

ービスを受けやすくすることを目的として、障害程度の判定

結果により手帳を発行する。 

根拠法令等 療育手帳交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 療育手帳交付台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



440 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者の自立更生及び更生援護功労に係る厚生大臣表彰の

推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者の自立更生及び更生援護功労に関する功績がきわめ

て顕著な者を表彰するため。 

根拠法令等 
障害者自立更生等厚生労働大臣表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況  社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、賞罰） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



441 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者の自立更生及び更生援護功労に係る知事表彰の推薦

事務 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者の自立更生及び更生援護功労に関する功績がきわめ

て顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 
障がい者福祉推進愛媛県大会における知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況  社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、賞罰） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関  他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



442 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
視覚障がい者専門指導事業関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
視覚障がい者専門指導員の設置のため 

 

根拠法令等 
視覚障がい者専門指導事業実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
指導員の認定を受けた者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 視覚障がい者専門指導事業    ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



443 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
聴覚言語障がい者専門指導事業関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
聴覚言語障がい者専門指導員の設置のため 

 

根拠法令等 聴覚言語障がい者専門指導事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
指導員の認定を受けた者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 聴覚言語障がい者専門指導事業  ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



444 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
身体障害がい者生活支事業関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
身体障がい者生活行動訓練事業、視覚障がい者生活訓練事
業、障がい者パソコンボランティア派遣・養成事業の結果確
認のため 

根拠法令等 

身体障がい者生活行動訓練事業実施要領、視覚障がい者生活
訓練事業実施要領、障がい者パソコンボランティア養成事業
実施要領、障がい者パソコンボランティア養成事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 
事業の受講者、講師、登録者、派遣者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 身体障がい者生活行動訓練事業等 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



445 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 身体障害者補助犬給付事業事務 

個人情報取扱事務の目的 重度身体障がい者の社会参加促進 

根拠法令等 地域生活支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 身体障害者補助犬の給付希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 身体障害者補助犬育成））   □無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



446 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第54条第２項指定自立支援医療機関（更生医療）の指定事

務 

個人情報取扱事務の目的 自立支援医療（更生医療）を担当する医療機関の指定 

根拠法令等 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第 54条第２項 

個人情報の対象者の範囲 医師・薬剤師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



447 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年 ４月 １日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 障害者週間推進事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
心の輪を広げる体験作文、障害者週間のポスターを募集し、

優秀者を表彰するため 

根拠法令等 心の輪を広げる障害者理解促進事業要綱 

個人情報の対象者の範囲 応募者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 障害者週刊推進事業委託契約   ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



448 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、福祉総合支援センター 

個人情報取扱事務の名称 
身体障害者手帳交付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
身体障害者手帳を発行するため 

 

根拠法令等 
身体障害者福祉法第１５条第１項 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 入力通知書（紙）を入力データに変換する事務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 身体障害者手帳交付台帳    ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



449 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 保健福祉部障がい福祉課・健康増進課 

保 有 同上 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者等のニーズ調査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者計画・障がい福祉計画等の策定・改定の際の基礎資

料 

根拠法令等 

障害者基本法第11条第２項規定の都道府県障害者計画、障害
者総合支援法第89条第１項規定の都道府県障害福祉計画及び
児童福祉法第33条の22第１項規定の都道府県障害児福祉計画
策定のため 

個人情報の対象者の範囲 
障がい者（児）及び難病患者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 ニーズ調査実施業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 障がい者等のニーズ調査事務）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



450 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 各地方局地域福祉課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
居宅介護従業者養成研修事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

居宅介護従業者養成研修事業指定要領により、県が指定した

民間事業者から、従業者として養成したものを報告させるた

め。 

根拠法令等 
居宅介護従業者養成研修事業指定要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



451 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月1日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成研修事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成 

 

根拠法令等 
盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成派遣事業実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成研修修了者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成研修事

業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



452 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県障害支援区分認定調査員等研修事務 

個人情報取扱事務の目的 
障害支援区分の認定を適切に行うため、認定に関わる調査

員、市町審査会委員等を対象に研修の実施。 

根拠法令等 

地域生活支援事業の実施について（平成 18年８月１日障発第

0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

愛媛県障害支援区分認定調査員研修実施要領 

愛媛県障害支援区分市町審査会委員研修及び主治医研修実施

要領 

個人情報の対象者の範囲 研修修了者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



453 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 特別障害者手当等給付事務 

個人情報取扱事務の目的 

精神又は身体に重度の障害を有する在宅障害者に対し、手当

を支給することにより、在宅重度障害者の福祉の増進を図

る。 

根拠法令等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 特別障害者手当等申請者・受給者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



454 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に係る措置費（給

付費等）支払事務 

個人情報取扱事務の目的 
障害児入所施設及び指定発達支援医療機関に係る措置費（給

付費等）支払いを行うため 

根拠法令等 
障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫

負担金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 障害児入所施設及び指定発達支援医療機関の入所児童等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（障が

い） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



455 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人並びに障害児入所施設及び障害者支援施設等の

設置に係る許認可事務 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉法人並びに障害児入所施設及び障害者支援施設等の

設置認可を行うため 

根拠法令等 社会福祉法第31・62条 

個人情報の対象者の範囲 設置法人の役員及び職員、借入金償還にかかる者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



456 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人並びに障害児入所施設及び障害者支援施設等の

運営に係る指導・調査事務 

個人情報取扱事務の目的 
社会福祉法人並びに障害児入所施設及び障害者支援施設等の

運営に係る指導・調査のため 

根拠法令等 
社会福祉法第56・70条、児童福祉法第46条、障害者総合支援

法第48条 等 

個人情報の対象者の範囲 社会福祉法人の役員及び設置施設の職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



457 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障害者総合支援法及び児童福祉法に係る障がい福祉施設・事

業者指定事務 

個人情報取扱事務の目的 施設・事業所における管理者等の資格等の確認のため 

根拠法令等 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（障害者総合支援法）、児童福祉法 

個人情報の対象者の範囲 指定申請を行う当該施設・事業所の管理者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



458 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県社会福祉施設指定管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
予算及び支払事務のための人件費積算資料として必要である

ため 

根拠法令等 
予算及び支払事務のための人件費積算資料として必要である

ため 

個人情報の対象者の範囲 施設職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 



459 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 身体障がい者福祉センター指定管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
指定管理者制度の適正な運用のため、利用者の確認と連絡を

行う。 

根拠法令等 
身体障害者福祉法第31条 

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 施設利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容：指定管理事務）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名：身体障がい者福祉センター耳鼻科問診表

及び診療録）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



460 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 障がい者更生センター指定管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
指定管理者制度の適正な運用のため、利用者の確認と連絡を

行う。 

根拠法令等 
身体障害者福祉法第31条 

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 施設利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容：指定管理事務）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

□有（ファイル名：                ） 

☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 



461 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 視聴覚福祉センター指定管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
指定管理者制度の適正な運用のため、利用者の確認と連絡を

行う。 

根拠法令等 
身体障害者福祉法第34条 

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 施設利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □その

他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況  

☑財産・収入の状況 ☑意見・要望 ☑相談  

□その他（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容：指定管理事務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名： 視聴覚福祉センター字幕入り映像ライ

ブラリー利用登録申込書 

）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



462 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 特別児童扶養手当支給事務 

個人情報取扱事務の目的 

家庭において介護されている障害児について、その障害児を

監護している父母又は養育者に対して手当を支給することに

より、福祉の推進を図る。 

根拠法令等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 申請者、支給対象児、申請者と生計を同じくするもの 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名特別児童扶養手当受給資格者台帳）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



463 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課、各保健所 

個人情報取扱事務の名称 精神障がい者地域移行支援事業関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

精神科病院・施設に入院・入所している精神障がい者のう

ち、受入条件が整えば退院・退所が可能である者に対し、地

域移行を図るための支援を行う。 

根拠法令等 

精神障がい者地域移行支援事業実施要綱 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業実施要

綱 

個人情報の対象者の範囲 
受入条件が整えば退院・退所が可能な精神障がい者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 

☑有（委託内容 愛媛県精神障がい者地域移行支援事業委

託・愛媛県精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム構

築推進事業委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



464 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県障がい者施策推進協議会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

県の障がい者施策の総合的かつ計画的な推進に必要な調査審

議等を行う当協議会の委員を選任し、円滑な運営を行うとと

もに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直し

を円滑に実施するため。 

根拠法令等 
障害者基本法第36条 

愛媛県障がい者施策推進協議会条例 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



465 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県障害者介護給付費等不服審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 
障害者総合支援法に基づく審査請求の事件について審理を行

う等審査会の委員を選任し、円滑な運営を行う。 

根拠法令等 
障害者総合支援法第 98条 

障害者総合支援法施行条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（公職就

任状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



466 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県障がい者工賃向上計画策定委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

就労継続支援Ｂ型事業所等で働く障がい者の工賃水準の向上

を図るための計画の検討・策定を行う当委員会の委員を選任

し、円滑な運営を行うとともに、県が行う「審議会等の見直

し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県障がい者工賃向上計画策定委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



467 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県精神障がい者地域移行支援協議会の運営事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

精神障がい者地域移行支援事業において、対象者の決定等の

事務を行うにあたり必要不可欠な情報であるとともに、県が

行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実

施するため。 

根拠法令等 
愛媛県精神障がい者地域移行支援協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

事業対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



468 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 介護職員等による喀痰吸引等登録事務 

個人情報取扱事務の目的 
喀痰吸引等業務の実施のための登録制度の運用にあたり、

認定特定行為業務従事者を登録して、運用するため。 

根拠法令等 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条 

個人情報の対象者の範囲 介護職員等による喀痰吸引等従業者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



469 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県障害児通所給付費等不服審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 

児童福祉法に基づく審査請求の事件について審理を行う当審

査会の委員を選任し、円滑な運営を行うとともに、県が行う

「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施す

るため。 

根拠法令等 
児童福祉法第 56 条の 5 の 5 

児童福祉法施行条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（公職就

任状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
平成22年12月に児童福祉法が一部改正され、当審査会関連規

定の平成24年４月に一部改正し施行されている。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



470 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者権利擁護事務（愛媛県障害者権利擁護センター、愛

媛県障がい者差別解消調整委員会） 

個人情報取扱事務の目的 

使用者による障がい者虐待に係る通報又は届出の受理、障が
い者虐待を受けた障がい者の支援及び擁護者に対する支援、
障がいを理由とする差別の相談対応、障がいを理由とする差
別事例に関する協議 

根拠法令等 

障がい者虐待防止、障がい者の養護者に対する支援等に関す
る法律第 36 条第 2 項（22 条第 1 項、22 条第 2 項）、愛媛県
障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例第 11条、
第 12条、第 14条 

個人情報の対象者の範囲 
障がい者虐待を受けたと思われる障がい者、障がいを理由と

する差別を受けた障がい者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



471 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者虐待対応事務（障がい者福祉施設従事者等による障

がい者虐待） 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者福祉施設従事者等による障がい者虐待に関する事項

の報告の受理 

根拠法令等 
障がい者虐待の防止、障がい者の養護者に対する支援等に関

する法律第 17条 

個人情報の対象者の範囲 
障がい者福祉施設従事者等による障がい者虐待を受けた障が

い者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



472 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 障がい者虐待対応事務（使用者による障がい者虐待） 

個人情報取扱事務の目的 
使用者による障がい者虐待に関する市町報告の受理又は事項

の確認及び労働局への報告 

根拠法令等 
障がい者虐待の防止、障がい者の擁護者に対する支援等に関

する法律 23条、第 24条 

個人情報の対象者の範囲 使用者による障がい者虐待を受けた障がい者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



473 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 パーキングパーミット交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
パーキングパーミット（身体障がい者等用駐車場利用証）交

付に際して交付対象者であることを確認するため。 

根拠法令等 愛媛県パーキングパーミット制度実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 パーキングパーミット利用証の交付申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名                ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



474 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 病院医業収入事務 

個人情報取扱事務の目的 患者に対し、診療費の請求を行うため 

根拠法令等 愛媛県会計規則 

個人情報の対象者の範囲 受診患者のうち、診療費の個人負担がある者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 医事会計業務  ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名        ）☑無 

備考 － 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



475 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 患者の診療に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 診療録を始めとする患者の各種医療情報の収集、管理 

根拠法令等 
医療法、医師法、歯科医師法、保険医療機関及び保険医療養

担当規則 

個人情報の対象者の範囲 受診患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 医事会計、外来クラーク、検査業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 診療情報ファイル ）□無 

備考 － 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



476 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 
薬剤事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
処方せんによる調剤を行うため 

 

根拠法令等 
医療法第１条、医師法第22条、薬剤師法第23条、麻薬及び向

精神薬取締法第27条 

個人情報の対象者の範囲 
受診患者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考 - 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



477 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 診療報酬請求に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 診療報酬を保険者等に請求するため 

根拠法令等 医療健康保険法 

個人情報の対象者の範囲 受診患者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 医事会計業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名      ）☑無 

備考 － 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



478 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 未収金の整理及び督促事務 

個人情報取扱事務の目的 未収金の整理及び督促のため 

根拠法令等 愛媛県会計規則 

個人情報の対象者の範囲 診療費未納付者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 医事会計業務）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名         ）☑無 

備考 － 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



479 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 子ども療育センター 

個人情報取扱事務の名称 障がい児（者）療育支援に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい

児（者）の療育支援のため 

根拠法令等 障がい児（者）療育支援事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 療育支援の必要な障がい児（者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑□心身の機能の障害 ☑医師

等により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われ

た指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □

少年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 巡回相談診療録 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



480 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 子ども療育センター 

保 有 
子ども療育センター（発達障がい者支援センタ

ー） 

個人情報取扱事務の名称 発達障がい者支援に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 発達障がい者支援業務のため 

根拠法令等 愛媛県発達障がい者支援センター規程 

個人情報の対象者の範囲 発達障がい者及びその家族 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  相談記録  ）□無 

備考 ― 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



481 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
発達障害者支援センターの指定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

社会福祉法人等を発達障害者支援センターに指定する場合、

その法人の役員や従業者の状況等を審査のうえ、適否を判断

する必要がある。 

根拠法令等 
発達障害者支援法第14条 

 

個人情報の対象者の範囲 
法人の役員、従業者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（公職就任状況）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



482 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 福祉総合支援センター 

保 有 障がい福祉課、福祉総合支援センター 

個人情報取扱事務の名称 
身体障害者福祉法第15条指定医師の指定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
身体障害者手帳の認定に必要な身体障害者診断書・意見書を

作成できる医師を指定するため 

根拠法令等 
身体障害者福祉法第15条第2項 

 

個人情報の対象者の範囲 
医師 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 身体障害者福祉法15条指定医師名簿 ）

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



483 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県意思疎通支援者登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

意思疎通支援を行う者を登録し、その者を派遣して、聴覚障

がい者等とその他の者との意思疎通を支援し、円滑なコミュ

ニケーションを図ることにより、聴覚障がい者等の自立と社

会参加の促進に資することを目的とする。 

根拠法令等 愛媛県意思疎通支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
意思疎通支援者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



484 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県強度行動障がい支援者養成研修事業事務（基礎・実践

研修） 

個人情報取扱事務の目的 

強度行動障がいを有する者を支援する指定障害サービス事業

従事者の資質向上を目的に研修を実施し、修了者に修了証書

を発行する。 

根拠法令等 
強度行動障がい支援者養成研修実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 強度行動障がい支援者養成研修修了者名

簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



485 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県サービス管理責任者研修事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の養成及び

資質向上を目的に研修を実施し、修了者に修了証書を発行す

る。 

根拠法令等 
サービス管理責任者研修事業実施要綱 

地域生活支援事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 サービス管理責任者研修修了者名簿 ）

□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



486 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県医療的ケア児等支援者・コーディネーター養成研修事

務 

個人情報取扱事務の目的 

事業所等における医療的ケア児等の支援従事者や支援を総合

調整する者の養成を目的に研修を実施し、修了者に修了証書

を発行する。 

根拠法令等 
医療的ケア児等総合支援事業実施要綱 

地域生活支援促進事業実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 研修受講者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



487 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
障がい者芸術文化活動推進事業関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
障がい者芸術文化活動推進事業の参加者及び関係者への連絡

等 

根拠法令等 
障害者基本法、愛媛県障がい者計画、障害者文化芸術活動推

進法 

個人情報の対象者の範囲 相談者、事業関係者、障がい者芸術文化祭等参加応募者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 愛媛県障がい者アートサポートセンター運

営事業委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



488 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県発達障がい者支援協議会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

改正された発達障害者支援法に基づく学識経験者等により構

成される協議会を開催し、情報の共有や連携の緊密化を図

り、県内の体制整備について協議する。 

根拠法令等 
発達障害者支援法第３条、第６条、第19条の２、愛媛県発達

障がい者支援協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 
委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



489 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県発達障がい専門医療機関ネットワーク構築事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
発達障がいの診断等に関する医師の診療技術の維持・向上を

図るとともに、地域医療機関相互の連携体制を構築する。 

根拠法令等 
地域生活支援促進事業実施要綱（発達障害診断待機解消事

業） 

個人情報の対象者の範囲 
医師 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 愛媛県発達障がい専門医療機関ネットワー

ク構築事業委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
「愛媛県かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修事業」の

終了及び事業実施に伴う変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県障がい者ピアサポート研修事業 

個人情報取扱事務の目的 

自ら障がいや疾病の経験を持ち、その経験を活かしなが

ら、他の障がいや疾病のある障がい者の支援を行うピアサポ

ーター及びピアサポーターの活用方法等を理解した障害福祉

サービス事業所等の管理者等の養成を図るため。 

根拠法令等 
地域生活支援事業実施要綱（サービス・相談支援者、指導者

育成事業） 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 愛媛県障がい者ピアサポート研修事業）□

無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



491 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 障がい福祉課 

保 有 障がい福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県精神障がい者支援の障がい特性と支援技法を学ぶ研修

事業 

個人情報取扱事務の目的 

精神障がい者の特性に応じた適切な支援がより一層行える

よう、障がい福祉分野と介護分野の双方で精神障がい者の特

性に応じた支援が提供できる従事者を養成するため。 

根拠法令等 
地域生活支援事業実施要綱（サービス・相談支援者、指導者

育成事業） 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 精神障がい者支援の障がい特性と支援技法

を学ぶ研修）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



492 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
高齢者福祉関係功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高齢者福祉関係事務の発展に貢献し、その功績が特に顕著で

あると認められる者を表彰するため 

根拠法令等 
高齢者福祉関係功労者知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
表彰基準を満たす者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



493 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
高齢者相談事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高齢者及びその家族が抱える福祉・保険・医療等に係る心配

ごと、悩みごと等の解消のため 

根拠法令等 
愛媛県高齢者相談センター運営事業実施要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
相談者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 愛媛県高齢者相談事業委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



494 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
老人週間事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
老人の日の記念行事として100歳の長寿者に記念品等を贈呈

するための基本資料 

根拠法令等 
「老人の日」を中心とする行事について（厚生労働省通知） 

 

個人情報の対象者の範囲 
当該年度中に満100歳となる者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第２号、第３号及び第４

号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



495 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
エイジレスライフ実践者紹介事業事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高齢者の社会参加に貢献するため 

 

根拠法令等 
エイジレスライフ実践者及び社会参加活動事例推薦要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
エイジレスライフ実践者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



496 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県高齢者大学校開催事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高齢者に学習機会を提供することにより高齢者の生きがいの

向上を図る。 

根拠法令等 
愛媛県高齢者大学校規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
県内に居住する60歳以上の者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 愛媛県高齢者大学開催事業委託）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



497 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）事業者の指定に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

介護員の養成に当たり、厚生労働省令に定める基準に該当す

る介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）事業者を指定する 

根拠法令等 
介護保険法施行令第3条第2項、同法施行規則第22条の26 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）講師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 平成25年4月1日事業名の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



498 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）修了者名簿の作成等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）の修了者の名簿を作成し管理する 

根拠法令等 
介護保険法施行規則第22条の28 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修）修了者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（修了課程、年月日）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 介護員養成研修（介護職員初任者研修・

生活援助従事者研修）修了者名簿）□無 

備考 平成25年4月1日事業名の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



499 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
認知症介護研修受講者の決定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
高齢者ケアの充実を図るため、認知症介護に関する基本理念

及び基本的知識を習得するための実習研修を実施する 

根拠法令等 
愛媛県認知症介護研修事業実施要綱（第７条） 

 

個人情報の対象者の範囲 
受講希望者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 事務の名称、目的、根拠法令及び外部委託の有無の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



500 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
認知症介護研修修了者名簿の作成等に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
研修終了者の名簿を作成し管理する 

 

根拠法令等 
愛媛県認知症介護研修事業実施要綱第８条第２項 

 

個人情報の対象者の範囲 
研修修了者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（所属機

関） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 事務の名称、根拠法令の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



501 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
老人居宅生活支援事業に係る開始届の受理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
老人居宅生活支援事業の把握及び指導 

 

根拠法令等 
老人福祉法（第 14条）、老人福祉法施行規則（第 1条の 9） 

愛媛県老人福祉法施行細則（第13条） 

個人情報の対象者の範囲 
開設者、主な職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



502 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
老人デイサービスセンター等設届の受理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
老人デイサービスセンター等の把握及び指導 

 

根拠法令等 
老人福祉法（第15条第2項）、老人福祉法施行規則（第1条の

14）、愛媛県老人福祉法施行細則（第13条の4） 

個人情報の対象者の範囲 
設置者、施設の長、主な職員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

事務の区分、個人情報取扱事務を所管する組織の名称（地方

局への権限委譲に伴う保有組織追加）、外部委託の有無の変

更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



503 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護実習・普及センター運営に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

高齢者介護の実習等を通じて地域住民への介護知識、技術の

普及及び介護機器の展示・相談体制を整備し、介護機器の普

及を図る。 

根拠法令等 
愛媛県総合社会福祉会館管理運営に関する基本協定書 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護実習・普及センター運営委員会委員及び福祉用具・住宅

改修普及促進協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 個人情報の収集先の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



504 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
老人福祉施設及び介護老人保健施設の整備補助事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
各基準及び諸法令への適合状況を確認するため 

 

根拠法令等 
愛媛県老人福祉施設等整備補助金交付要綱 等 

 

個人情報の対象者の範囲 
実施主体の役員及び要件となる資格保有者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 根拠法令等の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



505 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人等並びに老人福祉施設及び介護老人保健施設等

の設置に係る許認可事務 

個人情報取扱事務の目的 
各基準及び諸法令への適合状況を確認するため 

 

根拠法令等 
社会福祉法第31・62条、老人福祉法第15条、介護保険法第41

条・70条 等 

個人情報の対象者の範囲 
設置主体の役員及び職員並びに当該施設の利用者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（要介護

度等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



506 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
社会福祉法人等並びに老人福祉施設及び介護老人保健施設等

の運営に係る指導・調査事務 

個人情報取扱事務の目的 
各基準及び諸法令への適合状況を確認するため 

 

根拠法令等 
社会福祉法第56・70条、老人福祉法第18条、介護保険法第24

条・76条 等 

個人情報の対象者の範囲 
設置主体の役員及び職員並びに当該施設の利用者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（要介護

度） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 個人情報取扱事務を所管する組織の名称、根拠法令の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



507 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者等の父母に対する特別給付金裁定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦没者等の父母に対する特別給付金の裁定及び請求指導を行

うため。 

根拠法令等 
戦没者等の父母に対する特別給付金支給法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当）） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
給付金等の裁定事務のためのコンピューターシステム（援護

システム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



508 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者等の妻に対する特別給付金裁定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦没者等の妻に対する特別給付金裁定及び請求指導を行うた

め。 

根拠法令等 
戦没者等の妻に対する特別給付金支給法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
給付金等の裁定事務のためのコンピューターシステム（援護

システム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



509 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦傷病等の妻に対する特別給付金裁定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦傷病者等の妻に対する特別給付金の裁定及び請求指導を行

うため。 

根拠法令等 
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
給付金等の裁定事務のためのコンピューターシステム（援護

システム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



510 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
旧軍人に対する恩給事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
旧軍人等に対する普通恩給、傷病恩給等について、相談に応

じるとともに、請求書を厚生労働省へ進達するための事務 

根拠法令等 
恩給法 

 

個人情報の対象者の範囲 
相談者及び請求者、旧軍人等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



511 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦傷病者等特別援護法関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦傷病者等に対する療養給付、補装具の支給などの各種援護

の実施のため。 

根拠法令等 
戦傷病者特別援護法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
戦傷病者乗車券引換証発券のためのコンピューターシステム

（JRシステム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



512 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦傷病者戦没者遺族等援護法関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

戦傷病者や戦没者の遺族に対する障害年金、遺族年金などの

請求指導を行なうとともに請求書を厚生労働省へ進達するた

め。 

根拠法令等 
戦傷病者戦没者遺族等援護法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者、旧軍人等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



513 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者遺族相談員関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦没者遺族の援護の相談に応じ、必要な指導・助言を行い、

もって戦没者遺族の福祉の増進を図るものとする。 

根拠法令等 
戦傷病者戦没者遺族等援護法、戦没者遺族相談員設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
厚生労働大臣から委任を受ける戦没者遺族相談員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



514 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
旧陸軍関係資料事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
公務扶助料、遺族年金の年数確認のため。 

 

根拠法令等 
同上 

 

個人情報の対象者の範囲 
旧陸軍軍人・軍属 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  ☑その他（旧３公社等） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



515 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦傷病者相談員関係事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦傷病者の援護の相談に応じ、必要な指導・助言を行う 

 

根拠法令等 
戦傷病者特別援護法、戦傷病者特別援護法施行規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
厚生労働大臣から委任を受けている戦傷病者相談員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



516 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
未帰還者に関する調査及び処理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
未帰還者の調査を行い、留守家族の意向も尊重し、戦時死亡

宣告の手続きをとる。 

根拠法令等 
未帰還者に関する特別措置法 

 

個人情報の対象者の範囲 
戦地に赴いて未だ帰還していない者及び留守家族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



517 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
未帰還者及び留守家族に対する援護事業 

 

個人情報取扱事務の目的 
未帰還者及び留守家族に手当等を支給し、援護することを目

的とする。 

根拠法令等 
未帰還者留守家族等援護法 

 

個人情報の対象者の範囲 
戦地に赴いて未だに帰還していない者及び留守家族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



518 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
引揚者給付金及び特別交付金支給事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
引揚者に対する給付金及び特別交付金の裁定を行うため。 

 

根拠法令等 
引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律 

 

個人情報の対象者の範囲 
終戦時において外地で生活してその後日本に引き揚げたも

の。 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
給付金等の裁定事務のためのコンピューターシステム（援護

システム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



519 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
中国残留邦人の帰国と定着援護事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
中国からの帰国者について、日本での生活に適応するための

数多くの問題を解決し、早期定着、自立を促進するため。 

根拠法令等 
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 
中国残留邦人国費帰国者及び同伴帰国世帯 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



520 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金裁定事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の裁定及び請求指導を行

うため。 

根拠法令等 
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法 

 

個人情報の対象者の範囲 
請求者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
給付金等の裁定事務のためのコンピューターシステム（援護

システム） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



521 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
抑留中死亡者名簿に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
モンゴル及びソ連抑留中死亡者名簿記載者の特定をし、その

遺族を調査するため。 

根拠法令等 
平成３年６月２４日付業一調代２５１号厚生省援護局業務第

一課長通知 

個人情報の対象者の範囲 
抑留中死亡者及びその遺族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



522 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者慰霊巡拝に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
厚生労働省が実施する慰霊巡拝の参加者を内申するための事

務 

根拠法令等 
戦跡慰霊実施要領（厚生労働省） 

 

個人情報の対象者の範囲 
参加希望遺族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



523 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
全国戦没者追悼式参列事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
全国戦没者追悼式に遺族代表を参列させるため。 

 

根拠法令等 
昭和57年４月13日付閣議決定 

 

個人情報の対象者の範囲 
参列遺族代表及び留守家族 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



524 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
援護事業功労者厚生労働大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
援護事業（戦没者遺族・戦傷病者）功労者を厚生労働省へ内

申 

根拠法令等 
援護事業功労者の厚生労働大臣表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



525 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県戦没者追悼式に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県戦没者追悼式への参列等を案内し、式典を執り行うた

め 

根拠法令等 
愛媛県戦没者追悼式要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
参列者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



526 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
戦没者遺族援護功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
戦没者遺族の援護功労者を表彰 

 

根拠法令等 
愛媛県戦没者遺族援護功労者知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



527 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
旧軍人等の遺品及び遺骨調査に係る軍歴調査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

旧軍人等の遺留品及び遺骨を、本人若しくは遺族に返還する

にあたり身元を特定するため、軍歴を厚生労働省に提供す

る。 

根拠法令等 
未帰還者留守家族等援護法等 

 

個人情報の対象者の範囲 
旧軍人等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



528 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県介護保険審査会事務（審査請求人） 

 

個人情報取扱事務の目的 

市町（保険者）が行った処分に対して、不服がある場合に、

県に設置された第三者機関である介護保険審査会に審査請求

を行うことができる。 

根拠法令等 
介護保険法第183～196条 

 

個人情報の対象者の範囲 
審査請求人（代理人・利害関係人等含む） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



529 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県介護保険審査会事務（愛媛県介護保険審査会委員） 

 

個人情報取扱事務の目的 

市町（保険者）が行った処分に対して、不服がある場合に、

県に設置された第三者機関である介護保険審査会に審査請求

を行うことができる。 

根拠法令等 
介護保険法第183～196条 

 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県介護保険審査会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



530 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護支援専門員実務研修受講試験事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

介護支援専門員を養成するための実務研修の受講を希望する

者について、基礎的知識及び技能を有することを確認するた

めの試験 

根拠法令等 
介護保険法第69条の2 

 

個人情報の対象者の範囲 
受験申込者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 介護支援専門員実務研修受講試験受験申

込者名簿）□無 

備考 根拠法令、個人情報の収集先の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



531 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護支援専門員研修事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護支援専門員に対して行う各種法定研修を実施するための

事務 

根拠法令等 
介護保険法第69条の2，8 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護支援専門員実務研修等の修了者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 介護支援専門員実務研修等修了者名

簿 ）□無 

備考 事務の名称、目的、根拠法令、対象者の範囲の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



532 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護認定審査会委員研修事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護認定審査会委員及び新規に就任する者に対する必要な知

識・技能を修得・向上させるための研修 

根拠法令等 
認定調査員等研修事業の実施について（平成13年6月20日老

発第238号） 

個人情報の対象者の範囲 
介護認定審査会委員及び介護認定審査会委員に委嘱されるこ

とが予定される者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名：介護認定審査会委員研修修了者名簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



533 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護認定調査員研修事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
認定調査員及び新規に就任する者に対する必要な知識・技能

を修得・向上させるための研修 

根拠法令等 
認定調査員等研修事業の実施について（平成13年6月20日老

発第238号） 

個人情報の対象者の範囲 
認定調査に従事する者及び認定調査に従事することが予定さ

れる者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名：介護認定調査員研修修了者名簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

  



534 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
介護保険事業者・施設指定・更新事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護保険サービス事業者の指定・更新事務 

 

根拠法令等 
介護保険法第 41条外、同法第 70条、第 70条の 2外 

介護保険法施行規則第114条第1項第6号外 

個人情報の対象者の範囲 
申請者、役員等、管理者、従業者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 事務の区分変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



535 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課、各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
介護保険事業者・施設指導・監査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護給付の適正化を図るため、介護保険サービス事業者の保

険給付の内容や被保険者に対する給付状況を把握する。 

根拠法令等 
介護保険法第24条、第76条外、第197条第1項 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護保険のサービスを行った者（役員等、管理者、従業

者）、介護給付の提供を受けたもの 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 事務の区分、個人情報取扱事務の名称を変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



536 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県地域密着型サービス評価事業運営委員会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

認知症高齢者グループホームサービス及び小規模多機能型居

宅介護事業者の適正普及と利用者の適切なサービス選択を支

援するために行うサービス評価事業の運営管理とともに、県

が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に

実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県地域密着型サービス評価事業運営委員会設置要項 

 

個人情報の対象者の範囲 運営委員会、評価調査員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



537 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
高齢者虐待対応職員養成講座事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
市町で、高齢者虐待において中心的な役割を担う人材を育成

する。 

根拠法令等 
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

事務第３条第２項 

個人情報の対象者の範囲 
養成講座受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル     

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



538 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
現任介護サービス相談員研修事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護サービス相談員の資質向上や介護相談員は検討事業の円

滑な実施を図り、もって介護サービスの質的な向上を図る。 

根拠法令等 
介護保険法第５条第２項 

 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 現任介護相談員研修事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル     

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 事務の名称、目的及び委託内容を変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



539 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護サービス情報の公表に係る調査員登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護サービス情報の公表に係る調査員の登録 

 

根拠法令等 
介護保険法第１１５条の３７第２項、施行令第３７条の７第

１項 

個人情報の対象者の範囲 
介護サービス情報の公表に係る調査員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル     

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



540 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護支援専門員登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
介護支援専門員の登録のための事務（登録、登録の移転、変

更の届出等） 

根拠法令等 
介護保険法第69条の２～３ 

 

個人情報の対象者の範囲 
介護支援専門員の登録を受けている者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 勤務先 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（指定研修事業者） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 介護支援専門員登録者名簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



541 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護支援専門員実務研修受講試験指定試験実施機関の指定事

務 

個人情報取扱事務の目的 
適正な実施が可能な機関であることの確認 

 

根拠法令等 
介護保険法施行規則第113の37 

 

個人情報の対象者の範囲 
指定試験実施機関の代表者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



542 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
福祉用具専門相談員指定講習実施事業者の指定に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
法令に基づき、適正な実施が可能な機関であることを確認

し、指定する。 

根拠法令等 
介護保険法施行令第4条第2項、介護保険法施行規則第22条の

34（準用第22条の26） 

個人情報の対象者の範囲 
指定講習事業者の代表者、講師 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



543 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
福祉用具専門相談員指定講習修了者名簿の作成事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
法令に基づき、講習会修了者の名簿を管理する。 

 

根拠法令等 
介護保険法施行令第4条第2項、介護保険法施行規則第22条の

34（準用第22条の28、30） 

個人情報の対象者の範囲 
指定講習の修了者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



544 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 指定管理者 

個人情報取扱事務の名称 
介護実習・普及センターの実施する研修に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
研修受講者、修了者の名簿作成等を行う。 

 

根拠法令等 
愛媛県総合社会福祉会館管理運営に関する基本協定書 

 

個人情報の対象者の範囲 
指定講習会の修了者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



545 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 指定管理者 

個人情報取扱事務の名称 
在宅介護研修センターが実施する研修に関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
研修受講者の名簿作成等を行う。 

 

根拠法令等 
愛媛県在宅介護研修センターの管理運営に関する基本協定書 

 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（事業所名）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



546 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
介護雇用プログラム推進事業実施事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
委託先事業者が雇用した求職者等を介護施設等に紹介予定派

遣を行うとともに、介護職員初任者研修を修了させる。 

根拠法令等 
愛媛県介護雇用プログラム推進事業 委託業務仕様書 

 

個人情報の対象者の範囲 
委託先事業者が雇用し、介護施設等に紹介予定派遣を行った

求職者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（履歴）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 平成27年4月1日事業名の変更 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



547 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

候補者の役職・経歴等、推進委員会委員選任の適否の検討に

必要な判断材料の収集、及び選任後の連絡等のために必要な

情報の収集と、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づ

く見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県高齢者保健福祉計画等推進委員会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
推進委員会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



548 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県介護予防市町支援委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

候補者の役職経歴等、委員選任の適否の検討に必要な判断材

料の収集及び選任後の連絡等のために必要な情報の収集とと

もに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直し

を円滑に実施するため。また、会議において協議を円滑に推

進するため、氏名・所属・役職を記載した委員名簿を他の委

員に提供すると共に、会議結果を公表する際に同委員名簿を

公開する。 

根拠法令等 愛媛県介護予防市町支援委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



549 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県認知症施策推進会議事務 

個人情報取扱事務の目的 

候補者の役職経歴等、委員選任の適否の検討に必要な判断材

料の収集及び選任後の連絡等のために必要な情報の収集とと

もに、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直し

を円滑に実施するため。また、会議において協議を円滑に推

進するため、氏名・所属・役職を記載した委員名簿を他の委

員に提供すると共に、会議結果を公表する際に同委員名簿を

公開する。 

根拠法令等 
愛媛県認知症施策推進会議設置要綱 

愛媛県認知症施策推進会議ワーキンググループ設置要領 

個人情報の対象者の範囲 委員、構成員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



550 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 認知症サポート医養成研修事務 

個人情報取扱事務の目的 

かかりつけ医への助言・支援及び専門医療機関等との連携の

推進役となる認知症サポート医を養成するための研修の円滑

な実施のため、受講者の確認と連絡を行う。また、かかりつ

け医、地域医師会、地域包括支援センターと連携を行う必要

があることから、氏名及び医療機関名を公表する。 

根拠法令等 介護保険法第５条第２項 

個人情報の対象者の範囲 
研修受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 認知症サポート医養成研修）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



551 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 主治医等研修事務 

個人情報取扱事務の目的 

高齢者が日頃より受診する診療所等の主治医（かかりつけ

医）に対し、要介護認定に係る主治医意見書の記載方法等及

び適切な認知症診断の知識・技術等を取得するための研修を

円滑にするため、受講者の確認を行う。また、研修修了者及

び医療機関名をを公表し、認知症の発症初期から状況に応じ

た認知症の人への支援体制の構築を図る。 

根拠法令等 介護保険法第５条第２項 

個人情報の対象者の範囲 研修受講者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容名 主治医等研修事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 かかりつけ医認知症対応力向上研修受講

者名簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



552 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和 年 月 日変更）  

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 各地方局地域福祉課 

個人情報取扱事務の名称 
喀痰吸引等業務に係る認定・登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
喀痰吸引等の業務を実施する介護職員等の認定または事業所

の登録を行うため。 

根拠法令等 
社会福祉士及び介護福祉士法 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（特定行為の区分）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル     

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



553 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 認知症本人大使「えひめ認知症希望大使」に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

認知症本人大使は、認知症本人が自らの言葉で語り、認知症

への理解を深める事業である。「えひめ認知症希望大使」の

委嘱の適否の検討に必要な判断材料及び委嘱後の連絡のため

に必要な情報の収集を行う。また、認知症になっても希望を

持って暮らしている姿を発信するため、認知症であること、

経歴、住所(市町名)、年齢、写真を公表する。 

根拠法令等 認知症本人大使「えひめ認知症希望大使」設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 認知症本人大使「えひめ認知症希望大使」（候補者含む） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（        ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



554 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和７年２月７日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 長寿介護課 

保 有 長寿介護課 

個人情報取扱事務の名称 介護情報スマホアプリ・PCサイト版の運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

一般県民や介護事業所で働く方に介護に関する情報等を発信

する、介護情報スマホアプリ（愛顔ケアねっと）・ＰＣサイ

トの改善。 

根拠法令等 高齢者ケアまるごと支援ねっと管理運営事業仕様書 

個人情報の対象者の範囲 一般県民や介護事業所で働く方 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 介護情報スマホアプリ・PC サイト版の運

営）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



555 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 ねんりんピック推進課 

保 有 ねんりんピック推進課 

個人情報取扱事務の名称 
ねんりんピック愛顔のえひめ２０２３オリジナルイベント e

スポーツオンライン大会関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
参加者受付、トーナメント表作成及び優勝者・準優勝者等へ

の記念品等の送付等 

根拠法令等 
令和５年度ねんりんピックシニア元気づくり事業(ｅスポー

ツ関連)実施要綱 

個人情報の対象者の範囲 参加者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 トーナメント表作成、記念品等の送付）□

無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



556 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 ねんりんピック推進課 

保 有 ねんりんピック推進課 

個人情報取扱事務の名称 ねんりんピックシニア向け旅行商品造成業務関係事務 

個人情報取扱事務の目的 参加者受付、旅行代金精算、アンケート実施 

根拠法令等 
旅行商品の企画・実施に当たり、旅行者との連絡や旅行サー

ビスの手配上必要な情報として旅行者の同意を得て取得する 

個人情報の対象者の範囲 参加者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 参加者募集、旅行代金の収受）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 


